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Ⅰ．国際共同研究の内容（公開） 

 

１． 当初の研究計画に対する進捗状況 

(1)研究の主なスケジュール 

研究題目・活動 ／ 年度 2018(6ヶ月) 2019 2020 2021 2022 2023 2024*11 

1.研究題目: OPT 高糖度化技術開
発*1 
1-1 OPT 高糖度化試験地の選定 
1-2 OPT 樹液糖度上昇(熟成)ﾒｶﾆ
ｽﾞﾑ解明・樹液濃縮技術確立 
1-3 ｵﾐｯｸｽ解析を用いた OPT ﾃﾞﾝ
ﾌﾟﾝ蓄積現象の解明 (品種･地域･
栽培環境･施肥・共生菌) 
1-4 OPT 共生微生物の役割解明 
1-3 OPT 高糖度化技術・調達の実
証研究（糖度管理・液肥・間作作
物栽培・資源価値向上） 
1-4 高糖度化 OPT サンプルの調
製・供給 

     

 

 

2.研究題目: OPT から高付加価値
製品の製造技術開発 
2-1 OPT 高糖度化による高品質
ボード及びﾊﾞｲｵｶﾞｽ製造試験(ﾒﾀﾝ
製造増加) 
2-2 PHA・PLA＊5 の製造技術開
発 
2-3 PHA・PLA*5 肥効調節型肥料
製造技術及び PHA の植物成長促
進作用解明 
2-4 OPT 繊維を使ったﾅﾉｾﾙﾛｰｽ､ﾅ
ﾉｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ製造技術開発 
2-5 OPT 樹液からの SCP 製造技
術開発(ﾀﾝﾊﾟｸ質製造) 
2-6 OPT 高度利用化設備の構築 

    

 

   

3.研究題目：ﾊﾟｰﾑ農園の再植林に
よる持続的土地利用･再生方法の
開発*8 
3-1 再植林促進のため環境診断法
の開発 
3-1 ﾊﾟｰﾑ残渣の農園内放置がも
たらす影響評価手法の開発*8 
3-2 異なるﾊﾟｰﾑ農地を対象にした
パーム残渣の環境診断と管理方
法の検討 
3-2 異なる農地を対象にしたﾊﾟｰ
ﾑ残渣の農園内放置がもたらす影
響評価*8 
3-3 再植林促進のための土壌環境改善(治
癒)方法の開発 

       

圃場試験地の選択 

サンプル調製および共同研究機関への提供 

試験地決定 

糖蓄積メカニズム解明・樹液濃縮技術確立*2 

デンプン蓄積現象解明*2 

共生微生物の役割解明*2 

OPT 貯蔵管理法・液肥試験・OPT 調達・資源価値に関する実証試験*3 

サンプル調製 

 
 抗酸化安全性テスト実施*12 

OPT 高糖度化による高品質ボードとガス生産量増加試験 （実証試験を含む）    

PHA/PLA*5 生産・精製法確立 

PHA/PLA*5 大量生産方法確立 

PHA 肥効調節肥料製造法確立 PHA 植物成長促進効果の確認*6 

ﾅﾉｾﾙﾛｰｽとｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ製造技術確立 

製品認証要件の確認 

SCP 製造技術製造技術確立（飼料用） 

 
 原料マルチ化プロセス*7・SAF 事業化検討*13 

実証設備移設検討、移設及びオペレーション 

OPT 管理法の検討及び実証*8 

検証地域の選定 

簡便診断法の開発 

パーム残渣管理手法の開発*10 

診断による改善(治癒) 法の確立と実証提案 

メタゲノム解析による土壌微生物評価*9 

農園から発生する GHG の測定 

*4 

統合 
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3-3 再植林促進のためのﾊﾟｰﾑ残
渣管理手法の開発*8 
4. 研究題目：ﾏﾚｰｼｱにおける OPT 高
付加価値化利用技術の導入による経
済･社会･環境ｲﾝﾊﾟｸﾄの評価 
4-1 OPT 高付加価値技術導入の際の
LCA 及び環境評価 
4-2 政府やﾊﾟｰﾑ油業界･ﾊﾟｰﾑ農園
関係者への OPT 利用技術のﾜｰｸｼ
ｮｯﾌﾟ･ｾﾐﾅｰ開催 
4-3 人材育成活動 
4-4 広報活動 

       

＊1．マレーシア全域での度重なる移動制限に伴い OPT 調達に支障が出ている。国内対応可能な研究へ
とシフトした。研究題目 2 でカバーできない課題にも対応するよう研究題目を整理した。  
＊2．サポート研究者の移動制限等により、OPT の高糖度化、OPT 共生菌、OPT 中のデンプン蓄積現
象に関し統合化して研究の合理化を図った。  
＊3．小規模農園を対象にした糖蓄積実証試験に、クルアン実証試験地からの排水を用いた液肥試験お
よび OPT 安定調達を促すための研究題目を加えた。間作作物栽培への影響および資源価値向上へ資す
る基礎的研究を加えた。  
＊4． マレーシアでのロックダウンに伴う LCA 評価・OPT サンプル製造の遅延により、ボード事業化
時期を延期した。 
 
＊5．クルアン実証試験地およびマレーシア理科大学にて実証製造可能なバイオプラスチック原料を精
査した結果、PHA（ポリヒドロキシアルカン酸）生産に一本化することにした。  
＊6． 新型コロナウィルス感染症拡大による渡航規制および長期ロックダウンのため現地研究機関との
調整が遅れたこともあり、試験農場確保が困難となった。課題 2 の実施内容を整理するためにマレーシ
ア側の PHA 生産技術開発へ統合することし、肥料効果に関しては中止を決めた。  
＊7．爆砕設備を OPT 処理プロセスに加える事で、OPT（パーム幹）、EFB（ヤシ空果房）、OPF（パー
ム葉柄）、MCF（果実内繊維）の異なる 4 種のパーム未利用バイオマス原料を同一プロセスで燃料ペレ
ット等に製品化可能な原料マルチ化プロセスを開発した。開発した原料マルチ化プロセスのスケールア
ップ性能を確認するために、サラワク州のパームミルに隣接する EFB 処理プロセスに大型爆砕設備を
導入し、製造ペレット品質の向上、設備稼働率向上による事業採算性の向上等の事業性を確認する。  
＊8．当初計画していた「オイルパーム残渣の農園内放置が土壌病害菌動態に及ぼす影響評価」に加え、
新たに「オイルパーム残渣の農園内放置に伴う温室効果ガス（GHG）発生量の評価」を行うこととなっ
た。それに伴い研究活動名をより包括的なものに修正した。  
＊9. 「オイルパーム残渣の農園内放置に伴う GHG 発生量の評価」を新たに実施するにあたり、オイ
ルパーム残渣の分解に係る土壌微生物の特定と動態評価を行う必要性が生じたため、メタゲノム解析に
よる土壌微生物評価の実施期間を延長した。 

 
＊10. OPT だけでなく、OPF も含め、農園内に放置されるパーム残渣全体の管理方法を提案すること
とし、課題を統合した。 
＊11.  研究題目の遅れを挽回するため、第 4 回合同調整委員会（JCC）会議にて 2024 年度末（2025 年
3 月）まで研究期間を延長することが決まった。 

周辺地域に与える環境評価及び評価結果公開*6 

LCA 情報収集*6 

製造プロセスにおける GHG 測定・LCA 評価・費用便益分析 

ワークショップ等開催(年 1 回) 

共同研究者の招聘・大学院生指導・インターンシップ*6 

関係省庁・RSPO 等業界との意見交換 

マスメディア・展示会・講演等 
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＊12. 樹液中の抗酸化作用の安全性検証を SIRIM が行うことになった。 
＊13．出光興産（株）の参画により持続可能な航空燃料（SAF）製造に向けたバイオマス・糖化原料調
達の検証を行う。 
 

(2)プロジェクト開始時の構想からの変更点(該当する場合) 

令和 2 年度（2020 年度）に研究項目の統合や追加修正を行った。プロジェクト構想についての変
更は無いが、令和 4 年度（2022 年度）の第 4 回 JCC 会議によりプロジェクト期間の 1 年延長が決定し
た。 
 

２．計画の実施状況と目標の達成状況（公開） 

新型コロナウィルス感染症による影響も、落ち着きマレーシアへの渡航制限解除となったことから
2022 年 8 月から現地渡航を再開した。現地渡航が再開されたことから、現場での直接意見を聞く、また
問題対応等、これまでリモートでしか判断できなかった状況が、より詳細に把握出来るようになった。 

 
研究計画題目 1 においては、伐採 OPT における貯蔵中の糖蓄積現象解明、高糖度化技術・調達の

実証研究を実施しており、植物生理学的な側面からデンプン蓄積能に関して知見を得るために、デンプ
ン含量の多い OPT および低い OPT について、再度収集を行い RNA シーケンスによるトランスクリプ
トーム解析を実施している。また農園における OPT 繊維放置による糸状菌増殖について知見を得るた
め、植物病理学的に糸状菌の単離同定を行っており、OPT 残渣放置による特定微生物の増殖や、その増
殖に対する OPT への病原性への関係に注目している。さらに、クルアン実証試験地のプロセスから排
出される廃液中のミネラル濃縮液を用い、液肥として効果が得られるかどうかパーム苗木を用いた栽培
試験を実施しており結果をまとめる予定でいる。 

 
研究題目 2 においては、ゼロエミッション型で構築された OPT ペレット化プロセスを基軸に、エ

クストルーダー（爆砕機）を導入することで、OPT 以外のパーム未利用バイオマス（EFB、OPF、MCF）
を同等の品質を保ったペレット製造が可能となる「原料マルチ化プロセス」の開発に成功している。家
具用ボード材 OPT 維管束ペレット製造設備の最適化設計を得た。これは OPT 燃料ペレット製造プロ
セスを変更することなく、燃料サンプル製造用 OPT ペレット製造、家具用ボード材 OPT ペレットの
製造変更を自在に可能とする製造ノウハウの開発に成功した。バイオ製品用原料糖の濃縮方法の最適化
として、MBR（膜分離活性汚泥法）と RO（逆浸透膜）設備の濃縮能力の増強を行った。一昨年導入し
た RO 設備の濃縮倍率を上げるべく、加圧ポンプと RO 膜の能力増強工事を実施した。脱水機を用いて
OPT チップから OPT ジュースを直接搾汁し、OPT ジュース中の糖液を濃縮するプロセス（直接搾汁
法）、OPT チップを湿式摩砕処理後、湿式摩砕スラリーを脱水してその分離液に糖液を回収し濃縮する
（セミ直接搾汁法）を比較確認した。いずれも MBR 膜で固液分離し、RO 膜で濃縮する事で糖液濃度
を 20％近くまで濃縮する事ができたが、樹液の性質から腐敗しやすいために搾汁後の早期処理が必要
であることが明らかとなった。また脱水分離液中の浮遊性固形物（TSS）として澱粉粒子が含有され、
これを同時に回収するプロセスとして開発した。回収する TSS にはデンプンが含まれ、樹液と共にエタ
ノール等発酵原料としての利用が可能である。さらに OPT からの CNF（セルロースナノファイバー）
の技術開発として、連続爆砕機と CNF 専用の湿式摩砕機砥石を用いた定性的な処理を行ったが、CNF
になるまでさらなる前処理が必要と考えている。液肥製造においては、MASBP（Multi-Stage Activated 
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Biological Process:多段式生物処理装置）処理水および MBR と RO にて、濃縮倍率は 8~10 倍まで可能
となった。RO 設備の能力アップは、RO 処理水量を増加可能となり、OPT 処理プロセスでの再利用率
を上げることに成功した。また、RO 濃縮液中の液肥成分濃度の向上に有効であり、濃縮液肥としてパ
ーム農園での再利用が期待される。 

 
研究題目 3 においては、現地マレーシアへの渡航規制緩和により、渡航を再開したことで、コロナ

パンデミックにより遅れていたマルチチャンネル式自動開閉型チャンバーシステムを用いた、オイルパ
ーム農園における CO2/CH4 フラックス観測が開始された。その結果、シロアリ等分解者による CO2 や
CH4 量のパーム農園からの排出が認められ、これまでメタゲノム解析データを用いた微生物群集機能評
価やラボスケール模擬農園メタン発生測定実験からも示された類似のデータが得られつつある。 

 
研究題目 4 においては、OPT 付加価値化による経済・社会・環境インパクトの達成を目指し、OPT

高付加価値化技術が社会実装された際のパーム産業全体の持続可能性を議論している。これまでに分析
枠組みの開発、すなわち経済、社会、環境それぞれのインパクトを同定・定量評価し 10 のシナリオ作
り、それらを総合評価可能な分析枠組みを開発すること、そしてその実証データの収集と分析、さらに
は政策分析・評価に関して検討している。具体的には、経済的、社会的に持続可能か、パーム油搾油工
場やパーム農園へ質問票を作成、配布、回答してもらうことでデータ収集を開始している。政策分析や
社会実装化においては、現在、サラワクモデル（パームバイオマスの複合利用を通じて調達や資源持続
性を高めるモデル。サラワク州にて実施中）を実施している。中でも核となるのが、サラワク州のパー
ム油搾油工場兼パーム農園統合経営者の協力を得て行われる実証事業である。搾油工場の悩みである
EFB を、プロジェクトで開発した「原料マルチ化プロセス」により処理し、その代わりとしてパーム農
園で出てくる OPT や同プロセスで利用可能となった OPF の安定調達を約束してもらい、OPT と OPF お
よび EFB を含めたパームバイオマスの複合利用を通じて調達や資源持続性を高められるかを検証する。
この「サラワクモデル」が成立する場合、OPT 調達を含めパームバイオマスの環境配慮型処理事業普及
への大きな一歩になると期待している。 

 
本プロジェクト開始から今年度で 4 年が経過し、コロナ禍で活動が出来ない中でも、各研究題目の

進捗が見られている。特に研究題目 1 は研究題目 2 のサポート的役割として機能し、研究題目２にでは
予想以上の社会実装化への道筋が作られている。一方、コロナによる影響を大きく受けた研究題目３と
研究題目４は、現地調査が出来ずにデータ収集の遅れが認められているが、今年度 8 月より渡航が可能
となり、また当初の計画通り農園へのチャンバーシステムの設置がなされたことから、本格的なデータ
の取得に入っている。そのデータを利用した LCA 評価についても今後進展が期待できる。2022 年 9 月
29 日に第 4 回研究合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）をハイブリッドにてオンラ
イン開催し、1 年間の延長申請によりマレーシア側、日本側、双方で承認を受け、2025 年 3 月末の終了
に延長が承認された。特にフィールドワークが必要な研究題目類に関して、研究期間の延長は詳細なデ
ータを確保することができることから影響は大きい。本プロジェクトも終盤を迎えるにあたり、研究題
目の達成度および各課題間の連携を意識して次年度を進めたいと考える。 

 

(1) プロジェクト全体 

・成果目標の達成状況とインパクト 
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新型コロナウィルス感染症による影響も、落ち着きマレーシアへの渡航制限解除となったことから
2022 年 8 月から現地渡航を再開した。これまで完全オンラインでの意思疎通のみとなっていたが、対
面による共同研究者との意思疎通や実際に現場へのアクセスなどリモートでは不十分な点が明らかに
なり、現地へ赴くことで細かい点で対処することが出来るようになった。約 3 年間近くリモート対応が
続いたが、やはり現地に赴き、実際の現場や共同研究者との面着での意見交換は有意義であり、現場の
状況等、瞬時で把握できることを改めて認識させられた。可能な限り現地渡航による対面や現場に足運
ぶ事としながら、今後、新型コロナウィルス感染症の影響に留意し、確立されたオンラインでのコミュ
ニケーションも有効に使ってゆきたい。 

 
ゼロエミッション型 OPT ペレット化プロセス(クルアンプロセス)を基軸に、エクストルーダー（爆

砕機）を導入することで、OPT 以外のパーム未利用バイオマス（EFB、OPF、MCF）を同等の品質を
保ったペレット製造が可能となる「原料マルチ化プロセス」の開発に成功している。これまでバイオマ
スの繊維長や堅さに応じてプロセス設計を異にしていたが、爆砕機処理することで、圧力による繊維の
断裂そして解繊化によって、OPT ペレット化プロセスラインで、様々なバイオマスから同一プロセス
で良質なペレットが製造出来ることに成功している。この成果のインパクトは大きく、原料多様化によ
る共通プロセスの利用によるキャペックスコストの低減だけで無く、バイオマス原料調達やペレット事
業の採算性へ大きく影響することになる。すなわち、原料マルチ化プロセスにより OPT 以外にも OPF
や EFB など一つのバイオマスを原料ソースとして確保しなくてはならないという縛りから解放される
ことで、近隣にて排出されるバイオマスを確保、利用する事ができる。このことは、原料調達における
運送コストや輸送による GHG 排出了においてもより持続可能性を高める製品が生産出来る事を示して
おり、事業のライフサイクルアセスメント（LCA）を向上させる。 

 
パナソニックハウジングソリューションズの参画を契機に、OPT を使った家具製造や MDF 製造

が進められている。世界の木質材の約半分を消費している家具市場において、OPT を積極的に利用す
ることで、森林保全や OPT の農園放置による GHG 削減を期待している。我々の試算（OPT 成分分析
値および OPT チップを使ったラボスケール模擬農園メタン発生測定実験より算出）では、OPT 一本農
園に放置された場合、約 1.3 トンの GHG（CO2 換算）が放出される可能性を示しているが、家具等資
材用途によりその CO2 排出を数十年に渡り固定・隔離できることは意義ある成果である。パナソニック
は、この OPT を使った家具資材に対して Palm Loop というブランド名として試験販売を進めており、
2022 年グッドデザイン賞を獲得している。また 2022 年 6 月からサラワク州のオイルパーム搾油工場に
「原料マルチ化プロセス（クルアンプロセス）」を導入し、その有効性を検証している。EFB からの燃
料ペレットの連続生産運転に入り、パーム搾油工場で問題となる EFB 処理問題の解消と引き換えに
OPT や OPF の安定調達のスキームが成立するかの社会実験を実施している。これらの取り組みはパー
ムバイオマスに関する世界で初めてのパイロットビジネス規模での試みになる。 

 
現地マレーシアへの渡航規制緩和により、渡航を再開したことで、遅れていたマルチチャンネル式

自動開閉型チャンバーシステムを用いた、オイルパーム農園における CO2/CH4 フラックス観測が開始さ
れた。その結果、シロアリ等分解者による CO2 や CH4 量のパーム農園からの排出が認められ、これまで
メタゲノム解析データを用いた微生物群集機能評価やラボスケール模擬農園メタン発生測定実験から
も示された類似のデータが得られつつある。 
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プロジェクトのアウトリーチ活動として、今年度も「バイオマスエキスポフォーラム 2022」（図 1）
への出展、および積極的な講演活動（「第 31 回日本エネルギー学会大会」、「JICA 主催セミナー 森から
世界を変えるプラットフォーム」、「バイオマスエキスポフォーラム 2022」、「日本学術会議 公開シンポ
ジウム」）により、本プロジェクトの宣伝・紹介を行った。また 12 月の渡航時において、在ペナン日本国

総領事館および在マレーシア日本国大使館に訪問し、これまでのプロジェクトの活動内容に関して説明を行

い協力や理解を得ることに努めた（図 2）。本年度 6 月末に本プロジェクトに関する中間評価会議が行われ、

OPT 利用を通じた新たなビジネス展開や社会実装にかかる重要な成果として A 評価を得ることができた。

一方、中間評価会議においては、パーム農園の再植林をどのように進めるか、それによりいかに持続可能性

を担保するのか道筋を示すまでには到達しておらず、残り研究期間をかけて、道筋を明確にすべきとの指摘

を頂いている。そのため、OPT 残渣を含めパーム産業から排出されるバイオマスを安易に農園に戻す事への

功罪を明らかにする必要や、農園へのメリットデメリットを明らかにする必要がある。その取り組みはコロ

ナ渦により遅延していた。そこで第 4 回合同調整委員会（JCC）を開催し計画修正変更について協議し、
プロジェクト期間の 1 年延長申請を行い承認された(図 3)。延長期間については、特にコロナパンデミッ

クにより活動できなかった「パーム農園からの GHG 測定データ」取得を中心に、そのデータを用いた LCA

評価を含めて取り組みたいと考えている。今年度、GHG 測定のためのチャンバーシステムの設置を終了し、

測定を本格的に開始している。第 4 回 JCC 会議においては、昨年に続き、新規参画メンバーとして出光興
産（株）が持続可能な航空燃料（SAF）製造に関する原料調達検証のため参画することになった。また
クルアン実証プラントにおいては、地元パーム関連企業や日本企業からの見学者や依頼が絶えないこと
から、ショウケースとして本プロジェクトの代名詞といえる場所になっている。日本を初めマレーシア
においても、本プロジェクトの取り組みへの認識が上昇している。社会実装化へ向け着実に進んでいる
と考える。 

 

・地球規模課題解決に資する重要性、科学技術・学術上の独創性・新規性（これまでと異なる点について） 

本プロジェクトは、植替え更新のため伐採されパーム農園内に放置・廃棄される OPT の利活用技
術の開発とその社会実装を通して、パーム農園の抱える地球規模的問題解決を図ることを目的としてい
る。 

 
研究題目 1 および 2 は、主に① 伐採 OPT の資源価値の開発、② OPT の糖蓄積のための管理貯蔵

技術の開発、③ OPT の付加価値製品化のプロセスを開発と構築、④ OPT の安価で安定な収集のため
の基礎的研究・調査を目指した役割を担っている。 

 
OPT 資源価値の開発として、樹液およびデンプンの利用を含めた液体系バイオマスからの付加価

値製品製造プロセスへの基盤的データを収集している。ここで開発される高糖度化技術は、研究題目 2
の「高付加価値化製品開発」の製造プロセスの効率化や製造コスト低減化に貢献する技術に位置づけら
れる。OPT 幹内へのデンプン蓄積能に関して知見を得るために、デンプン含量の多い OPT および低い
OPT について、トランスクリプトーム解析を行っている。その結果、デンプン含量の低い OPT では、
病原微生物の感染防御に関連する感染特異的タンパク質の発現が認められている。すなわちデンプン含
量の低い OPT において全身獲得抵抗性が誘導されており、OPT が病気感染や生育不良により、デンプ
ン含量が低くなる傾向を示唆していた。これは健全な OPT の場合、光合成によりデンプンへと貯蔵エ
ネルギーへ変換できるが、病害感染や虫害等がある場合、防御反応のためにエネルギーを利用すること
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で OPT 中のデンプン量が減少してくると推察できる。また SAF 需要の高まりからエタノール製造の必
要があり、OPT 繊維(特に柔組織部分)を用いた微生物糖化技術を用いた開発を始めている。通常、繊維
糖化においてはカビ由来の酵素が用いられるが、国際農研において微生物を用いた糖化技術が独自に開
発され、酵素の必要ない糖化技術として注目される。この技術を用いて OPT 柔組織からグルコース生
産が可能かどうかを検証しており、高付加価値製品製造（エタノールやタンパク質製造等）への基盤的
研究として確立を急いでいる。 

 
研究題目 2 においては、OPT の付加価値製品化を通じた社会実装を目指し、ジョホール州クルア

ンにおいて OPT 製品化実証プロセス開発を行っている。今年度は、「原料マルチ化プロセス」の適合性
を確認するために、サラワク州のオイルパーム搾油工場の協力を得て、EFB と OPT の原料調達を組み
合わせたペレット製造実証試験を実施している。そこで、原料マルチ化プロセスによる EFB でも適応
が可能かを確認し、良質な EFB ペレット製造が可能であることが認められた。このようなパームバイ
オマスにおける社会実証試験は、世界初の試みとなる。 

 
OPT の燃料以外の家具等資材用途への開発・製品化が加速している。クルアン実証試験地と日本・

門真の研究施設で連携開発された OPT 維管束ペレットにより、OPT ボード材料化が進められており、
家具市場投入が始まっている。今年度もアジアファニシングフェアー(図 4)において OPT 維管束ペレ
ットを利用した数々の家具が展示され、好評を得たと聞く。パナソニックハウジングソリューションズ
はこのクルアンプロセス処理により得られた OPT 維管束ペレットに関して「PALM LOOP」とブラン
ド化し、その OPT 資材を使って製造された家具の市場調査を行っている。使われる OPT 維管束ペレ
ットは、クルアン OPT 製品化プロセスで製造されており、LCA 的にカーボンニュートラルであること
や、高い持続可能性を担保することができると考える。現在、LCA 評価としては、燃料ペレットを製品
として市場に投入したシナリオでの評価であるが、今後、各分野の研究者と共同で、家具材など熱帯林
利用と比較したケースも想定しインパクト評価を示せればと考えている。 

 
研究題目 3 では、「メタゲノム解析によるオイルパーム残渣の分解者の特定」と「GHG 発生量の統

合的観測」の異なる二つの分野の先端技術の融合により、パーム由来有機物の農園内放置に対して、シ
ロアリや土壌病害菌などの分解者がどのような応答を示し、結果としてオイルパーム農園から各種
GHG がどの程度放出されるのか等の疑問を解明することで、OPT 利活用技術の社会実装を促進し、持
続的オイルパーム農園経営の実現を図ることを目的としている。GHG 発生量観測のためのマルチチャ
ンネル式チャンバーシステムの設置が完了し、パーム農園地からの GHG 発生測定を実施している。こ
れまでの結果から、オイルパーム農園に存在する分解者、主にシロアリによる採餌により CH4 に代表さ
れる GHG が発生することが認められている。このようなフィールドにてパーム残渣を用い統合的に
GHG 発生観測する研究事例はこれまでになく、課題の重要性および学術的新規性は高い。 

 
研究題目 4 では、インパクト評価として、最も理想的なパーム加工システムを新規に導入する際の

優位性に関して検討するため、パーム加工システムを 6 つのサブシステムに分割し、リサイクルの範囲
を示す 4 つのスコープ、4 つの POME 処理技術を組み合わせた 10 のシナリオを定義し、それらの実証
分析結果を比較している。OPT や EFB のペレット化によるリサイクルが経済性、環境性、社会性にど
のような意味を持つのかを分析する。これまでのパーム油産業において、パーム油を中心とした産業構
造である際の LCA 評価というのは、数多く報告があるが、パーム油産業からの排出されるバイオマス
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をアップサイクルした場合の、環境、社会、経済へ与えるインパクトに関しての研究事例は少なく、特
に実証研究と組み合わせた LCA 評価検証はこれまでにないことから、これまでのパーム油産業の構造
改革をもたらすような貴重なデータとなる事を期待している。 

他、本年度 7 月の JSTnews に本プロジェクトの取組み紹介記事が掲載された。本プロジェクトの
生い立ちや独創性など、SATREPS プロジェクト採択に至るまでの経緯などが記載されており特記した
いと考える（図 5）。 

 

・研究運営体制、日本人人材の育成(若手、グローバル化対応)等 

2022 年 9 月より新たに出光興産を参画メンバーとして迎えた。次年度、日本人人材育成として特
別研究員 1 名（研究課題 1 および 2 を担当）を予定している。 
 

・人的交流の構築(留学生、研修等) 

JICA 長期研究員派遣制度により、2022 年 6 月に博士前期学生 1 名および後期学生 1 名が来日し、
研究題目 1 および 3 の研究を開始している。また現在、筑波大学生命環境科学科博士後期課程に 1 名が
在学し、博士課程修了に向けて研究活動を行っている。 

 
一方、新型コロナウィルス感染症拡大のためにこれまでマレーシア国の若手およびシニア研究者の

招聘等が困難な状況であったが、ワクチン接種率の上昇や感染者数の落ち着きにより、渡航が解禁とな
った。今年度 8 月からマレーシア渡航を再開すると共に、大学院生の日本への招へいなど人的交流が始
まっている。 

 

 
  

図 1．バイオマスエキスポフォーラム 2022 

東京ビッグサイト 2022 年 10 月 26 日～10 月 28 日開催。

JIRCAS ブースにて、IHI プラントと同時出展。SATREPS パ

ームトランクプロジェクトの内容に関して展示。 

約 300 名近い方々と名刺交換。写真はブースの様子。 

図 2．在ペナン日本国総領事館 川口総領事への表敬訪問 

12 月 12 日、総領事館ホームページから 

表敬訪問後の集合写真【日本国国旗左側 川口総領事、国

旗右側 研究代表者小杉】 
https://www.penang.my.emb-

japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00600.html 
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図 3．第 4 回研究合同調整委員会（JCC）令和 4 年 9 月 21 日（水）日本時間 15:30～17:30（マレーシア時間 14:30～

16:30）オンライン開催。セッションクロージングの際の参加者との集合写真 

会議集合写真【（参加者団体： USM、国際農研、（株）IHI、パナソニック（株）、日新商事（株）、出光興産（株）、マレ

ーシアパームオイル庁（MPOB）、広島大学、島根県立大学、マレーシア森林研究所（FRIM）、マレーシア標準工業研究所

（SIRIM）、JICA 本部、JST、JICA マレーシア事務所、在ペナン日本総領事館、在マレーシア日本大使館、マレーシア高

等教育省（MOHE）、（株）OPTERAZ】 

 

図 4．アジアファニシングフェアー2022 パナソニック ハウジングソリューションズの展示ブース 

東京ビッグサイト 2022 年 10 月 26 日～10 月 28 日開催。OPT 再生ボード化技術を使った OPT 家具等の展示。 

https://panasonic.co.jp/phs/technology/palmloop/ 

 

図 5．JSTnews 2022 年 7 月号に SATREPS パームトランクプロジェクトの紹介が掲載 

「マレーシアのパーム油産業を再構築 「下町バイオマス」で持続可能に」という見出しでプロジェクトの全体構想を

紹介した。JSTnews は、国立研究開発法人科学技術振興機構（略称 JST）の広報誌。 

https://www.jst.go.jp/pr/jst-news/backnumber/2022/202207/index.html 

 

(2) 研究題目１：「OPT 高糖度化技術開発」 
 
日本人側主担当者 国際農林水産業研究センター（リーダー：小杉昭彦・プロジェクトリーダー） 

同上           （課題担当者：鵜家綾香・研究員） 
 
マレーシア側主担当者 マレーシア理科大学（リーダー：K. Sudesh Kumar・教授） 

同上       （課題担当者：Amar Shafiq・博士課程研究員） 
同上       （課題担当者：Shaik Ling・技術補佐員） 
同上       （課題担当者：Yong Seng・技術補佐員） 
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マレーシア標準工業研究所（SIRIM)（Ishak Mohd Yusuff・室長） 
 

① 研究題目１の当初計画（全体計画）に対するに対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状

況含む） 
 

1．OPT 樹液糖度上昇（熟成）メカニズム解明 
 

OPT 内に含まれる樹液糖度の上昇に関して知見を得るため、植物生理学的な側面から OPT 内樹液
濃度、デンプン含量および遺伝子の発現状態を、デンプン含量が高い OPT および低い OPT について
比較した（図 6）。これまで、デンプン含量が低い OPT では、樹液濃度も低く、病原微生物の感染防御
に関連する感染特異的タンパク質（Pathogenesis-related protein：PR タンパク質）の発現が見られるこ
とが明らかとなっている。現在までに①管理の行き届いた農園からの OPT、②特に管理されていない
農園からの OPT、③子実体の形成が見られる OPT（図 7）、合計 17 本の OPT について糖液および柔
組織のデンプン含量についてそれぞれ分析を行った。①の農園では、高濃度の糖液（約 10%（w/w%））
とデンプン（約 35%（w/w%））の OPT が多く、高いものではデンプン濃度 50%以上の OPT も見られ
た。②の農園からは、糖濃度が約 5%、デンプンが約 1-3%と全体的に低く、③の子実体の形成が見られ
るパーム幹についても同様であったが。その一方で、子実体形成場所によってデンプン含量は大きく異
なり、通常幹の上部はデンプン濃度が高いにもかかわらず、子実体がパーム幹の上部で形成されるとデ
ンプン含量は幹全体で低く、子実体がパーム幹の下部に形成された場合、パーム幹上部のデンプン含量
は約 50%であった。現在、それぞれの異なる環境下から採集した OPT について、RNA-seq.による遺伝
子発現の比較を行い、糖およびデンプン濃度や伐採 OPT を放置することによる糖およびデンプン量に
ついて、関連を分析中である。現時点において、管理の行き届いた農園から入手した OPT は総じて糖
液・デンプン濃度が高く、前年度までの遺伝子発現解析データでは糖およびデンプン濃度の低い OPT
では PR タンパク質の発現も見られたことから、糖およびデンプン量はパーム幹の栽培環境に影響され
る可能性が高く、農園管理が重要であることを示唆している。 

 
2．OPT 高糖度化技術・調達の実証研究 

パーム再植林により伐採、放置・廃棄された OPT が、土壌改良や苗木の肥料となっていると考え
るパーム農園は多い（図 8）。昨年度まで間作作物における糖を含む樹液や OPT 繊維を含む土壌が植物
生長に与える影響を検証し、OPT 繊維を含む土壌では窒素飢餓状態を誘発し、植物に生理障害を引き
起こすことが明らかとなっていた。今年度は農園での栽培状況を再現するため、農園土壌およびパーム
の苗木を用いてポットでの栽培試験を行い、試験区には OPT のみを添加する区に加え、化成肥料添加
区も設定し、化成肥料に OPT を加えることによる相乗効果も検討した（図 9）。その結果、OPT のみ
を加えた試験区が最も生長不良となり、次いで OPT 未添加土壌区、OPT+化成肥料区、化成肥料区と
なり、化成肥料単独で栽培したパーム苗が最も生育が良好であり、パーム苗木についても OPT の肥料
効果は見られなかった。更には、OPT 繊維分解に誘引されるセルロース分解微生物により、化成肥料養
分が植物より先に利用され、本来の肥料効果を減少させることが明らかとなった。また、栽培後の土壌
微生物叢について分析したところ、OPT 繊維を含む土壌中から Penicillium 属菌等の分解菌、
Trichoderma 属菌である木材腐朽菌が多く確認され、特に Hyphodontia 属菌の特異的増殖が確認され
た。子実体を形成する腐朽性菌には、生きた植物体に病原性を示す種が多く報告されているため、農園
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内において腐朽菌増殖の原因となる OPT の放置は、次期作へ悪影響を及ぼす可能性が示される。更に、
幹の子実体形成箇所はデンプン含量が著しく低下するため、高付加価値利用にも影響が出る。。 
 

３．OPT 資源価値向上のための研究開発 
 

OPT の資源価値向上は、経済的インセンティブを与え、パーム農園からの OPT の持出しを促すこ
とができる。OPT 樹液濃縮による廃液に関して液肥利用を検討している。膜濃縮により灰分リッチな
廃液が得られることがわかっている。来年度、液肥による OPT 栽培への影響に関する実験を開始して
いる。 

 

② 研究題目１の当該年度の目標の達成状況と成果 
 

OPT 中に含まれる糖の熟成に関する試験について、農園環境、パーム幹の健全性を考慮し、試料収
集を行い、糖・デンプン濃度の分析がすべて終了した。経時的な糖の蓄積については、伐採した OPT で
の個体差も大きいが、デンプン含量が高い OPT は樹液の糖度も高く、低い OPT は糖度も低いという
結果は一貫していた。遺伝子発現解析向けて、試料の調整を進めている。OPT の農園放置が与える苗木
生長や土壌への影響を確認するため、OPT 残渣を土壌中に混合し、パーム苗木の生育を検討する栽培
試験を行っている。両試験について、マレーシア理科大学の博士研究員および博士、修士課程の学生へ、
分子生物学、微生物学、植物生理学に関する実験や解析手法について指導を行っている。今年度からは、
日本への短期招聘が再開し、マレーシア理科大学の博士、修士学生が次世代シーケンサーを用いた実験
手法を学び、糖、デンプン蓄積に関する遺伝子発現解析および土壌に OPT を混ぜ込み栽培試験を行っ
た土壌の菌叢解析を行った。OPT 残渣がパーム栽培に与える影響を調べる試験については、マレーシ
アパームオイル庁（Malaysia Palm Oil Board：MPOB）がパーム農園で 0～100%の範囲で OPT を持ち
出した際の影響を調べており、現時点で生育促進等の肥料効果としての要素は見られていない。 

 

③ 研究題目１の当初計画では想定されていなかった新たな展開 
 

OPT 安定調達に関する知見を得るため、OPT 農園放置・廃棄が植物生長へ与える影響について検
証している。現在までに、パーム植替え直後にパーム果実収穫までの収入源として利用する間作作物、
パーム苗木を用いて栽培試験を進めており、OPT を混ぜ込んだ土壌で栽培した植物体は全て生理障害
症状が現れている。肥料と OPT を両方添加した試験区では、肥料のみを加えた試験区より生育が劣り、
肥料効果を減少させることが明らかとなっている。これまでの結果から、OPT を混ぜ込んだ土壌では、
糸状菌が大量に増殖することが明らかとなっていることから、OPT 放置による糸状菌増殖、蔓延が土
壌中の栄養素だけで無く、化成肥料からの栄養分も収奪していることが示唆される。このことからも、
OPT の農園からの持ち出しは、農園環境健全化を促進させることが可能となる重要な知見となり得る。 

 

④ 研究題目１の研究のねらい（参考） 
 
研究題目 1 では、OPT に含まれる樹液中の糖度を高めるため技術開発を主としており、研究課題

2 の高付加価値製品製造プロセスの効率化、低コスト化に貢献することを目的としている。OPT に含ま
れる樹液については、伐採後に数日間放置することで糖濃度の上昇を見込んでいたが、明確な規則性は
確認できていない。樹液については、保存方法によっても糖濃度が安定しない側面がある一方で、デン
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プン濃度は安定して存在していることが明らかとなっている。農園からの持ち出しを考慮した場合、伐
採後、数日間農園に放置されることもあるため、安定的に存在するデンプンは実装段階で利用するうえ
で扱いが容易になる可能性がある。デンプンは分解することで糖液としても利用可能であることから、
糖・デンプン濃度と関連する遺伝子やタンパク質を特定し、安定的に得られる条件を見出すことで、研
究題目 2 における樹液からのバイオガス、液体燃料生産、高付加価値化製品製造への貢献となり、重要
な研究開発となる。OPT の安定調達については、研究題目 2 において必須課題であり、農園主に OPT
を農園外へ持ち出しを促すためには、必要不可欠な研究である。農園管理において肥料代の問題は大き
いため、OPT 農園内放置は化成肥料の適正利用を阻害するといった経済的なデメリットを示し、農園
外への持出しを促す基礎的知見を積み上げている。 
 

⑤ 研究題目１の研究実施方法（参考） 
 

研究題目 1 においては、以下の 3 つのポイントで研究実施を行っている。 
1．メカニズム解明：伐採時、デンプン濃度が低い OPT や生理障害症状が見られる OPT を用いて、

RNA-seq.解析による網羅的に遺伝子発現解析することで比較を行い、糖濃度上昇のメカニズムや、生理
障害が見られる OPT において、各 OPT にて特に発現が多く見られる共通遺伝子やタンパク質から、
糖およびデンプン濃度の関連を詳しく検討する。樹液中の糖濃度解析やデンプン含量の結果と RNA-seq.
の結果を照らし合わせることにより傾向を分析し、幹の状態、糖・デンプン含量、貯蔵中の代謝変遷に
関する遺伝子を総合的に照らし合わせ、関連遺伝子の特定を行う。 

2．肥料（液肥）効果の検討：農園からの OPT の積極的な持ち出しを推進するため、クルアン実証
プラントから出る排水処理後のミネラル溶液に肥料効果があるか検証する。 

3． OPT 安定調達：OPT の積極的な持ち出しを促すための知見を得るため、OPT 繊維が植物生
長に与える影響について、OPT 繊維を含む土壌から分離した腐朽菌を用いて短期作物やパーム苗木の
栽培試験を行い、OPT 放置が及ぼす負の影響の基礎データを取得する。放置や廃棄 OPT が間作作物へ
生理障害、パーム苗木には病原性を示すことが明らかとなれば、農園主へ化成肥料の有効利用や農園管
理の観点から、OPT 園外への持ち出し、安定調達へ向けた取り組みが行える。また OPT 農園放置によ
り、どのような環境要因において GHG 排出量が最も高くなるか、繊維腐敗が起こりやすいかなど、OPT
持ち出しの動機付けになるような基礎データ収集を開始している。 
 
  

図 6． 糖液分析用にブロック状にした OPT から搾汁の様子 図 7．生育不良のパーム幹と白色腐朽菌に感染したパーム幹． 
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図 8．放置されたパーム残渣の間にパーム苗木が植わっている様子 図9．マレーシア理科大学の温室を使ったパーム苗木によるOPT

残渣放置の生育影響試験の様子 

 

(3) 研究題目２：「OPT から高付加価値製品の製造技術開発」 
 
日本人側主担当者  

株式会社 IHI（リーダー：大原雄治・資源エネルギー環境事業領域 次長） 
同上（サブリーダー：山下雅治・同上 主査） 
パナソニック ハウジングソリューションズ株式会社（朝田鉄平・PALMLOOP 事業推進部 

部長） 
日新商事株式会社（サブリーダー：中島登・エネルギーシステム部 部長） 
国際農林水産業研究センター（サブリーダー：小杉昭彦・プロジェクトリーダー） 

 
マレーシア側主担当者  

マレーシア理科大学（USM）（リーダー：K. Sudesh Kumar・生物学部 教授） 
マレーシアパームオイル庁（MPOB)（サブリーダー：Astimar Abdul Aziz・部長） 
マレーシア標準工業研究所（SIRIM)（サブリーダー：Ishak Mohd Yusuff・室長） 

 

① 研究題目２の当初の計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含む） 
 
研究題目 2 は、OPT 製品の普及・社会実装の加速化を目指し、ジョホール州クルアンにあるクル

アン OPT 実証試験地を用いて、製品化へ向けたプロセス開発研究と、開発されたプロセスからの製品
化を希望する企業との連携促進を行う。また試験研究として、研究題目 1 の糖度の高い OPT 樹液から
バイオプラスチックなど高付加価値製品の開発と共に、研究題目 4 で行う持続可能性評価のための分析
フレームワークに LCA データを提供する。昨年度までに OPT ジュースの濃縮/デンプン回収試験、シ
ングルセルプロティンの培養リアクターの開発、大型ペレタイザーの処理能力の増強、爆砕装置の爆砕
力の強化、連続浸漬装置の改造を実施した。今年度は、OPT 処理既設備と新規導入設備の信頼性を背景
にして、以下の取り組みを行った。 
1. OPT 安定確保 

OPT 農園外搬出への動機付けとして、いくつかの戦略を立案している。最も実装化が進んでいる
サラワクモデルの進展に着目し、この効果を検証する事とした。 

 
１）既存 EFB 処理設備改造 
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2021 年度導入した連続爆砕機（エクストルーダ）のスケールアップ機を EFB ペレット製造設備（サ
ラワク州所在のパームミル）に導入し、既存 EFB ペレット製造プロセスを改修した。本年度はこの改修
設備の試運転と商業化運転への移行の為の技術フォローを行ってきた。その結果、EFB 受け入れからペ
レット製造までは自動運転が可能となった。今回の改良の結果、房形状が残存する EFB ファイバーを
受け入れても、各工程における閉塞のトラブルも無く、乾燥処理後にファイバーカッタの処理をバイパ
スさせてもペレットを形成できる結果となった（図 10）。 
 
２）OPT 処理設備 

本プロジェクトで開発された原料マルチ化プロセスを OPT ペレット 2 万トン／年製造設備に組み
込み、更に OPT 材料用途利用である OPT 維管束ペレットを製造するプロセスも加えた設備設計をサ
ラワクプロジェクトとして開始した。OPT 燃料用途ペレット生産量 2 万トン／年製造能力とし、OPT
材料用維管束ペレットを製造可能なプロセスとして設計を行った。設計条件は以下の通りとした。
OPT の燃料用途ペレット生産量 2 万トン／年を製造能力とし、OPT 材料用維管束ペレットを製造可
能なプロセスとした。 

 
2. 各種サンプル製造を試作、各社会実装希望者への提供・評価開発 

 
1) OPT 維管束ペレット製造プロセスの開発と提供 

2021 年度に引き続き OPT の維管束（Vascular Bundle：維管束）ペレット（VB ペレット）をク
ルアンパイロット設備より提供している。OPT 維管束ペレットを用いた家具等資材用途の繊維ボード
（MDF 代替）の日本市場の社会実装を継続的に推進しており、今回の開発品が品質的な課題もなく市
場導入可能であることを確認している。今後は市場要望のあったサイズ及び厚みバリエーション拡充
に対応する品質確認を進める。提供した維管束ペレットの品質分析結果をもとに考察し VB ペレット
品質保証項目を形状、品質項目ごとに定めた。試作ペレットの品質は、要求される品質基準を満足す
ることが確認された。 
   
2） 製造能力増強 

VB ペレット製造能力増強の為、設備工事を完成させ、試運転を実施した。手動操作に要していた
作業時間を短縮することで OPT 処理量は 20 トン/日が可能となり、OPT ペレット製造能力は 5.0 トン
/日が可能となった。 

 
3） セルロースナノファイバー（CNF）サンプルの提供 

OPT や EFB の繊維から CNF を製造するプロセス検討を行っている。チップを原料として、エ
クストルーダ）、湿式摩砕機を通して CNF の試作を定性的に試みた。得られたサンプルを検鏡して
CNF 化の度合いを確認した。また、CNF 試作に使用した砥石の形状を図 11 に示す。またプロセス
毎、各工程のサンプルを採取し、繊維の状態を観察した(図 12)。さらにプロセス毎の繊維を採取して
電子顕微鏡観察を行った(図 13)。CNF としては更に解繊を進める必要があるが、パルプ原料としては
十分な解繊具合であると推察する。 

 
4） Wood Plastic 製造原料サンプル提供 

プラスチック成型品原料の PP（ポリプロピレン）使用量を半減し、代替原料としてバイオマス
繊維を用いてプラスチック成型品を作るウッドプラスチック製造事業がマレーシアで検討されてい
る。ウッドプラスチック原料への OPT 維管束の適応についての技術検討を行った。マレーシア企業が
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希望する原料繊維の形状、色調に合致させる為、湿式摩砕機と連続爆砕機で繊維形状を調整、オゾン
技術で脱色検討を行った（図 14）。 

連続爆砕処理を行う事で、繊維の解繊と粒径の微細化が進んだ。色調は EFB 繊維を所定の長さ
に調整した後、化学処理して脱色を進めている。繊維サンプルを要求の色調まで脱色させる方法とし
て、オゾンの酸化力を利用 する処理方法を確認した。連続爆砕処理サンプルを対象とした場合、オゾ
ンの脱色方法が適当と思われる(図 14)。 

 
5)  液肥回収、利用プロセス検証 

本件は OPT 苗木と生育済 OPT を対象に、液肥の施肥の有無による生育状態を マレーシア理科
大学が担当で観察しているところである。次年度よりその結果を報告する。 

 
6) OPT ジュース糖、デンプン繊維糖化利用 

研究題目 1 の OPT 熟成による糖濃度の増加技術を組み合わせるプロセスで、糖液濃度の濃縮試験
を実施した。回収プロセスは、OPT 幹をチップ化して、OPT チップからの直接搾汁液を MBR で固液
分離後に RO 膜で濃縮する「直接搾汁法」、また、OPT チップを湿式摩砕し、そのスラリー液を脱水
処理して得られる脱水分離液を MBR で固液分離後に RO 膜で濃縮する「セミ直接搾汁法」について確
認した（図 15）。併せて、OPT 中のデンプンの回収方法も同時に検討することとした。RO 設備は既
存の RO 膜の濃縮倍率を 3 倍相当から 8 倍相当に強化した膜を新たに導入した。 

 
a)   直接搾汁法 

OPT チップからスクリュウプレスで OPT ジュースを搾汁し、搾汁 OPT ジュースを固液分離
し、RO 膜で濃縮する処理プロセスを採用した。各工程でサンプルを採取し、デンプン含有濃度と糖分
濃度の代替として SCOD（溶解性 COD）分析を行った。 

 
b)   デンプンの回収 

OPT チップ内のデンプンは、スクリュウプレス処理で分離液中に 52％、脱水 OPT チップ中に
48％が残存した。分離液に溶出したデンプンは、ファインスクリーンとスクリュウデカンターで 90％
が回収され、初期 OPT チップ中に存在するデンプンが回収可能であった。 

 
c)   糖分の回収 

溶解性 COD 濃度を糖分の代替指標として分析考察を行った。脱水 OPT チップ含水率が低ければ
低いほど脱水分離液量が多くなり、RO 処理での糖分回収率が上がる事になる。本試験での脱水処理に
よる OPT ジュース回収率は 60％であり、溶解性 COD 回収率は 62％となった。スクリュウプレス以
後の処理工程において、脱水分離液貯留槽と浸漬槽での滞留時間を長く設定した為、糖分がアルコー
ル発酵、次に酸生成してしまう現象が発生した。糖分の回収率を上げるには、脱水効率を上げる事で
可能になると考えられる。 

 
7) 原料マルチ化プロセスの用途拡大 

昨年度までで原料マルチ化プロセスとして、同一の OPT 処理設備で、一部の工程を変更すること
で、OPF、EFB、MCF を同様に処理し、持続可能性を維持し、良質なペレットを製造するプロセスを開
発した。今年度、本プロセスの用途を拡大するために、ソルガムを原料としてペレットの製造試験を実
施した。ソルガムは比較的繊維の長いバイオマスであるために、その処理プロセスは EFB や OPF と同
様な処理を行う。連続浸漬装置により洗浄処理を行い、以降は OPT 処理と同様のプロセスとした。形
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成ペレットの品質については、 SIRIM にて分析を行った。結果、ソルガムチップから同質の燃料ペレ
ットの製造が可能である事が実証され(図 16)、プロセスの汎用性を示すことができた。 
 
② 当該年度の目標の達成状況と成果 

 
コロナ禍での渡航が不可となったが、昨年度、日本－マレーシア間にリモ－ト体制を構築し、今年

度も、日々の朝礼、週例の定例会、補修工事の実施などを通して、クルアン実証試験地の現地パートナ
ーへ技術共有を進めた。現現在、クルアン実証試験地のパートナーは、設備のメンテナンスなどのスキ
ルも習熟しており、最近では、現地のパーム搾油工場からの問い合わせにも対応できるようになった。
これまでは、渡航制限下で、マレーシア理科大学の学生および博士研究員、スタッフがクルアンの実証
試験地を訪問することは出来なかったが、次年度は、現場に訪問していただき、教育面においても充実
させていきたい。 
 
③ 研究題目２の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

 
1．我々の試算によれば、マレーシアの一般的な平均的な搾油工場において、「原料マルチ化プロセ

ス」導入した場合、OPT、OPF、MCF の受入れ量が見込める環境であれば、1 搾油工場あたり９万ト
ン/年のペレット製造が成立する見込みである。昨年度は、スケールアップを目的とした実証試験を行う
ため、サラワク州の搾油工場に隣接する EFB 処理設備を「原料マルチ化プロセス」へ、大型連続爆砕機
を導入した。 

 
2．SAF 製造について、糖液をアルコール発酵でエタノールを製造し、エタノールを原料として SAF

を製造する Alcohol to Jet（A to J）プロセスの技術検討がなされている。一方、原料マルチ化プロセス
で生じる排水を処理する際に回収されるバイオガス中の CH4 ガスを原料として、Gas To Liquid（GTL）
プロセスで、液体燃料を製造する場合のプロセスフローについて、A To J プロセスと比較し優位性を確
認出来た。 

 
3．パーム未利用バイオマス以外のバイオマスへの用途拡大検討として、ソルガムを原料としてペ

レット製造試験を実施した（図 16）。形成ペレット品質をマレーシアの分析機関（SIRIM）で検査した
ところ、OPT や EFB などのパームバイオマスペレットの性状、品質と遜色ないペレットの形成が確認
された(図 17)。原料マルチ化プロセスの汎用性が実証された。 
 

④ 研究題目２の研究のねらい（参考） 
 
OPT をパーム農園内に放置せず、積極的に OPT を持ち出し、適正処理へ向かわせるための経済的

インセンティブを与える技術開発を行い、パーム産業界の構造転換を促すのがねらいである。研究題目
2 で開発する技術やプロセスを導入した際、パーム産業全体の持続性向上に至ったかを技術プロセスや
コスト面から評価する。また、研究題目 4 の LCA 解析のためのデータ取得やデータ提供の役割も担っ
ている。さらに、持続可能で安価な OPT 集材・調達システム構築への貢献も重要である。 

 
新たに開発した「原料マルチ化プロセス」をパーム搾油工場に適用し、OPT、OPF、EFB、MCF、

POME の複合処理により「高い収益を維持しながらの環境対策」となるサラワクモデルの検証を進める
べく、サラワク州パームミルに OPT ペレット製造の設計を進めた。 
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⑤ 研究題目２の研究実施方法（参考） 

 
研究題目 2 では、OPT 製品化実証プラントの燃料用ペレット製造ラインを基軸に、ここから得ら

れる副産物を用いた高付加価値製品製造プロセスを検証することで、バリューチェーンの構築を行って
いる。燃料用 OPT ペレット製造を基盤プロセスとして、製造時、発生する廃液からのバイオメタン回
収による発電や、有機廃液からの灰分回収による液肥製造と低灰化水処理、さらにその有機廃液を利用
したタンパク質生産等技術の開発を目指す。また、燃料よりも数倍高付加価値な製品として、OPT 繊維
に関しては、ナノセルロースファイバー、ウッドプラスチックなどへの展開も視野に入れる。更に、近
年注目が集まる航空機燃料としての液体燃料について、バイオエタノール製造や回収メタンガスを原料
とした GTL（Gas To Liquid）への可能性の検証も試みる。 

 

  

図 10．サラワク州 EFB ペレット製造への原料マルチ化プロセス

爆砕機導入による EFB ファイバーの形状推移 

図 11．CNF 試作用の砥石形状 

 
 

図 12．爆砕機処理後の繊維(上写真)および湿式磨砕機処理後 2

パス（下写真） 

図 13．リモートによる脱水機の主軸交換作業 

高圧脱水機の上部カバーを開き、軸およびスクリーンを交換 
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図 14．Wood Plastic 製造原料サンプル提供（左：解繊不良、右：

解繊良好）原料は EFB  

図 15．OPT ジュース 熟成→搾汁→ 糖分回収 濃縮 方法 

  

図 16．原料マルチ化プロセスによるソルガムチップ処理フロー 図 17．原料マルチ化プロセス工程ごとのソルガムサンプルの形状

変化（左：脱水後、中：乾燥後、右：ペレタイザー後） 

 

(4) 研究題目 3：「パーム農園の再植林による持続的土地利用･再生方法の開発」 
 
日本人側主担当者 国際農林水産業研究センター（リーダー：近藤俊明・主任研究員） 
         国立環境研究所（サブリーダー：梁乃申・室長） 

 
マレーシア側主担当者 マレーシア理科大学（リーダー：K. Sudesh Kumar・教授） 

          マレーシアパームオイル庁（サブリーダー：Nur Zuhaili Harris Abidin Zainal Abidin・研究員） 
 

①  研究題目 3 の当初の計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含む） 
 

研究題目３では、伐採オイルパーム幹の農園内放置に起因する「（１）オイルパームの生長不良や枯
死をもたらす土壌病害菌発生」および「（２）伐採オイルパーム残渣の分解に伴う GHGs 発生」の 2 つ
の環境影響を評価することで、研究題目 1 および 2 で開発された OPT 利活用技術の社会実装へ向けた
農園経営者（土壌病害菌）および国際的インセンティブ（気候変動）形成を図ることを目的とする。 
 

令和 4（2022）年度は、コロナ禍の影響に伴う渡航制限および当該国における州間移動制限等の各
種制限の解除を受け、野外における観測を主要な課題とする「（２）伐採オイルパーム幹の農園内放置に
伴う GHGs 発生量の評価」について重点的に調査・研究を実施した。 
 

以下に、「（２）オイルパーム残渣の農園内放置に伴う GHGs 発生量の評価」について、カウンター
パートへの技術移転および当該国における人材育成の状況等を踏まえ、実施状況の詳細を記す。 

 
「（２）伐採オイルパーム幹の農園内放置に伴う GHGs 発生量の観測（PDM Output 3-3、 3-4）」 
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オイルパーム農園では、果房生産量の低下から約 25 年周期でオイルパームの伐採・再植林が行われ

るが、伐採されたオイルパーム幹は搬出に係る経済的負担等の理由から農園内に放置され、地球規模の
環境問題をもたらす要因となりうる。例えば、農園内に放置された伐採されたオイルパーム幹が土壌微
生物によって分解される場合、膨大な量の CO2 が一時的に大気中に放出されるものの、放出された CO2

は新たに植栽されるパーム樹木によって吸収されるため、気候変動への影響はおおよそニュートラルと
なるが、シロアリによって採餌される場合には、腸内共生細菌によるセルロースの分解によって、CO2

の 28 倍の温室効果を持つ CH4 として大気中に放出される。さらに、分解者でもある土壌病害菌の蔓延
に伴うパーム樹木の生長不良は過剰な施肥の原因となり、過施肥下で生育したオイルパーム残差の分解
は CO2 の約 300 倍の温室効果を持つ N2O の発生源となりうる。そのため、GHGs の発生に係るパーム由
来有機物の分解者の特定やその動態評価、および CH4 や N2O を含む GHGs 発生量の観測は、気候変動
に寄与しない持続的オイルパーム農園経営の実現において重要な指標となる。 
 

そこで「（２）伐採オイルパーム幹の農園内放置に伴う GHGs 発生量の観測」では、国際農林水産業
研究センターによって土壌炭素フラックス（土壌有機物の分解に伴う CO2 発生および土壌を介した CH4

の分解・吸収）の観測を目的に、マレーシア国ネグリセンビラン州のオイルパーム農園に設置されたマ
ルチチャンネル式チャンバーシステム（図 18）を活用し、伐採オイルパーム幹の放置に係る 3 つの異な
る処理を施した 15 基のチャンバーを用いて CO2 および CH4 の連続測定を行うことで、伐採オイルパー
ム幹の分解に伴い発生する CO2/CH4 量およびシロアリの影響を評価した。 
 

調査は国立環境研究所およびマレーシア理科大学の協力のもと、国際農林水産業研究センターによ
り、マレーシア国ネグリセンビラン州パソ地区の個人所有オイルパーム農園に設置された土壌炭素フラ
ックス観測サイトで行った。同サイトには、土壌有機物の分解に伴う CO2 発生および土壌を介した CH4

の分解・吸収および温暖化影響の観測を目的に、20 基のチャンバーからなるマルチチャンネル式チャン
バーシステムが設置されている（図 18）。2022 年度は、伐採オイルパーム幹の農園内放置が温室効果ガ
ス（CO2 および CH4）発生量に及ぼす影響を明らかにするため、15 基のチャンバーを活用し、5 基ごと
に以下の異なる 3 種類の処理を施して観測を実施した（図 19）。 

 
1. 無処理区（コントロール）：オイルパーム残渣を除去した試験区 

2. 微生物分解区：伐採オイルパーム幹を導入し、忌避剤によりシロアリの影響を除去した試験区（図 20） 

3. シロアリ分解区：伐採オイルパーム幹を導入し、シロアリの影響を除去しない試験区（図 20） 
 

伐採オイルパーム幹の導入日を起点に、前後それぞれ 18 日間、計 37 日間に渡り、15 基のチャンバ
ー内の CO2 および CH4 濃度の 24 時間連続観測を行い、各処理区における CO2 および CH4 の単位時間面
積当たりの発生速度（あるいは吸収速度）を計測した（図 21、 22）。 

 
その結果、CO2 については、無処理区（コントロール）では観測期間を通じてほとんど CO2 の発生が

なかったのに対し、微生物分解区およびシロアリ分解区では伐採オイルパーム幹を導入した直後に CO2

発生量が急激に増加し、その後、発生量が減少して一定値で安定する傾向が見られた（図 21）。こうし
た微生物分解区およびシロアリ分解区で見られた CO2 発生量の急激な増加・減少傾向は、分解性の高い、
資源量の限られた有機物の分解を示すもので、オイルパーム幹における高い含水率や糖濃度を考慮する
と、樹液内の糖の微生物分解に起因するものと考えられた。また、微生物分解区に較べシロアリ区にお
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いて CO2 放出の高止まりが確認されたが、これはシロアリの呼吸やシロアリによる伐採オイルパーム幹
の一時分解物の微生物による分解に起因するものと考えられる。無処理区においては全く CO2 の発生が
見られなかったことを考慮すると、降雨量が多い熱帯域のオイルパーム農園土壌は土壌中に有機物を保
持する能力に欠け、土壌を介して発生する CO2 は土壌表面に放置されたオイルパーム残差にのみ由来
し、シロアリによるオイルパーム残差の噛砕に伴い分解が促進されることが明らかとなった。 
 

一方、CH4 については、CO2 とは異なる傾向が見られた（図 22）。無処理区および微生物分解区では
観測期間を通じてほとんど CH4 の発生・吸収がなかったのに対し、シロアリ区では伐採オイルパーム幹
を導入した直後に CH4 発生量が徐々に増加する傾向が確認できた。この結果は、森林や一般的な農地と
は異なり、果房の収穫等による土壌踏圧によって嫌気化が進むオイルパーム農園土壌はほとんど CH4 の
吸収に貢献しないことを示すだけでなく、シロアリがオイルパーム幹に代表されるオイルパーム残差の
分解に寄与することで、オイルパーム農園が CH4 の大きな発生源になっていることを示すものである。
実際、シロアリ分解区における CH4 放出速度は、本サイトから直線距離で 2km の距離の熱帯原生林土
壌における吸収速度（Liang et al. 未公表）の約 50～100 倍に上ることも明らかになっている。 
 

以上から、(1) オイルパーム農園土壌の CH4 吸収能は極めて低いこと、(2) 伐採オイルパーム幹の
主要な分解者はシロアリであり、シロアリによる伐採オイルパーム幹の分解により膨大な量の CH4 が発
生すること、(3) シロアリの採餌による伐採オイルパーム幹の噛砕は、微生物による残差分解に伴う CO2

発生量の増加をもたらすこと、(4) 伐採オイルパーム幹内の樹液は分解性が高く、微生物による分解に
よって CO2 放出源となることなど、伐採オイルパーム幹の農園内放置は気候変動に対し大きな影響を及
ぼすことが明らかとなった。 
 

なお、カウンターパートへの技術移転および当該国における人材育成については、マレーシア理科
大学で修士号を取得した学生 1 名を対象に、JICA 長期研究員派遣制度を活用して筑波大学博士後期課
程で受け入れ、土壌病害菌動態評価のための DNA・RNA 解析等の指導を行っている。現地カウンター
パートと連携して当該学生の博士論文作成指導を行うことで、環境持続的なオイルパームプランテーシ
ョン経営に向けた当該国研究者の育成に取り組んでおり、すでに成果の一部を国際誌に投稿中である。 
 

また、マルチチャンネル式チャンバーシステムを設置しているオイルパーム農園において、マレー
シアオイルパーム庁（Mei Ching Law 博士）、マレーシア森林研究所（Azian binti Mohti 博士）、およびサ
ラワク泥炭地研究所（Ken Wong 博士および Frankie Kiew 博士）の研究者の視察の受け入れを行い、オ
イルパーム残差の農園内放置に起因した GHGs 発生量観測に係る技術移転を図っている。 

 
② 研究題目 3 の当該年度の目標の達成状況と成果 
 

コロナ禍の影響に伴う渡航制限および当該国における州間移動制限等の影響により、特に高度な専
門性が要求される野外観測システムの構築が不可欠な「（２）伐採オイルパーム幹の農園内放置に伴う
GHGs 発生量の評価」課題については、伐採オイルパーム幹の分解に伴う GHGs 発生量を直接的に観測
することができないといった問題点があった。 

 
しかしながら、2022 年度中期以降のコロナ禍に伴う各種制限の解除に伴い、マルチチャンネル式チ

ャンバーシステムを用いた GHGs 発生量の直接観測が可能となり、(1) オイルパーム農園土壌の CH4 吸
収能は極めて低いこと（果房の収穫や農園管理に伴う踏圧による土壌の嫌気化と好気性メタン資化細菌
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の減少）、(2) 伐採オイルパーム幹の主要な分解者はシロアリであり、シロアリによる伐採オイルパーム
幹の分解により膨大な量の CH4 が発生すること、(3) シロアリの採餌による伐採オイルパーム幹の噛砕
は、微生物による残差分解に伴う CO2 発生量の増加をもたらすこと、(4) 伐採オイルパーム幹内の樹液
は分解性が高く、微生物による分解によって CO2 放出源となることなど、伐採オイルパーム幹や幹内樹
液の利活用の促進に係る多くの知見を得ることができた。 

 
こうした成果の一部は日本学術会議の公開シンポジウム「東南アジアのアブラヤシ農園の持続的開

発の問題点と課題」や日本生態学会の公募式シンポジウム「土壌のメタン吸収能および有機炭素動態の
把握に向けた多面的アプローチ」においても発表されており、当該年度の目標の達成状況は極めて良好
と言える。 

 
③ 研究題目 3 の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

 
研究題目 3 の当初計画における目的は、伐採 OPT の農園内放置が土壌病害菌動態にもたらす影響

の評価を通じて、研究題目１および２で開発された OPT 利活用技術の社会実装へ向けた農園経営者の
インセンティブ形成を図ることである。 
 

初年度における調査の結果、伐採 OPT の主要な分解者はシロアリであり、伐採 OPT はシロアリの
腸内共生細菌による分解によって CH4 として大気中に放出されること、また、土壌病害菌の蔓延に伴う
過剰な施肥や過施肥下で生育したオイルパームの残差の分解によって N2O の発生が懸念されることな
どが明らかとなった。こうした CH4 および N2O はそれぞれ CO2 の 28 倍および 298 倍の温室効果を持つ
ことから、OPT の農園内放置は気候変動にも影響を及ぼす可能性があり、2 年度目以降に実施したメタ
ゲノム解析を用いた微生物群集機能評価からもこうした GHGs 発生を裏付ける結果が得られている。 
 

そこで研究題目 3 では、土壌病原菌動態と併せて、GHGs 発生に係る土壌微生物動態評価およびオ
イルパーム残渣の農園内放置に起因した GHGs 発生量の直接観測を統合的に行うことで、バイオマス利
活用技術の社会実装へ向けた国際的インセンティブ形成に係る研究も新たに行うこととした。 

 
④ 研究題目 3 の研究のねらい（参考） 
 

オイルパーム農園では、果房生産量の低下から約 25 年周期でオイルパームの伐採・再植林が行わ
れるが、伐採された OPT は搬出に係る経済的負担等の理由から農園内に放置され、地球規模の環境問題
をもたらす要因となりうる。例えば、パーム由来の有機物が土壌微生物によって分解される場合、膨大
な量の CO2 が一時的に大気中に放出されるものの、放出された CO2 は新たに植栽されるパーム樹木によ
って吸収されるため、気候変動への影響はおおよそニュートラルとなるが、シロアリによって採餌され
る場合には、腸内共生細菌によるセルロースの分解によって、CO2 の 28 倍の温室効果を持つ CH4 とし
て大気中に放出される。また、分解者でもある土壌病害菌の蔓延に伴うパーム樹木の生長不良は過剰な
施肥の原因となり、CO2 の約 300 倍の温室効果を持つ N2O の発生源となりうる。そのため、土壌病害菌
を含むパーム由来有機物の分解者の特定や動態評価、および CH4 や N2O を含む GHGs 発生量の統合的
観測は、気候変動に寄与しない持続的オイルパーム農園経営の実現において重要な指標となる。 
 

研究題目 3 では、「（１）伐採オイルパーム幹の農園内放置が土壌病害菌動態に及ぼす影響評価」お
よび「（２）伐採オイルパーム幹の農園内放置に伴う GHGs 発生量の評価」の 2 つをサブ課題として設
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定し、伐採オイルパーム幹の農園内放置がもたらす影響を評価することで、研究題目 1 および 2 で開発
された伐採オイルパーム幹利活用技術の社会実装へ向けた農園経営者（土壌病害菌）および国際的イン
センティブ（気候変動）形成を図り、持続的オイルパーム農園経営の実現を目指す。 

 

⑤ 研究題目 3 の研究実施方法（参考） 
 

「（１）伐採オイルパーム幹の農園内放置が土壌病害菌動態に及ぼす影響評価」においては、気候条
件や土地利用変遷の異なる半島北部ペナン州および半島中央部ネグリスンビラン州に調査サイトを設
置し、複数の異なる複数のオイルパーム農園において、伐採 OPT 放置区と対照区から土壌サンプルを採
取し、メタゲノム解析等による土壌病原菌の特定やその動態評価を行う。 
 

「（２）伐採オイルパーム幹の農園内放置に伴う GHGs 発生量の評価」については、ネグリスンビ
ラン州に設置したオイルパーム農園試験地において、(1) パーム由来有機物について異なる処理を施し
た 15 基のチャンバーからなるマルチ自動開閉チャンバー式 GHGs 測定システムを用いて、GHGs 発生
量を連続測定するとともに、(2) メタゲノム解析等により、チャンバー内の土壌を対象に、1. 土壌微生
物種組成、2. 土壌微生物量、および 3. 群集機能、の 3 つを評価することで、土壌病害菌を含む土壌微
生物動態に対するパーム由来有機物の農園内放置の影響を明らかにする。 

 
 

 
 

図 18．ネグリセンビラン州パソ地区に設置されたオイルパーム農園土壌炭素フラックス観測サイト 
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図 19．土壌炭素フラックス観測サイトに設定した異なる 3 つの処理区 

 

 
 

図 20．伐採オイルパーム幹の導入試験の様子 

 

 
 

図 21．異なる３つの処理区における土壌 CO2 フラックスの比較 

 



【令和 4 年／2022 度実施報告書】【230531】 
- 25 - 

 
 

図 22．異なる３つの処理区における土壌 CH4 フラックスの比較 

 

（5）  研究題目 4：「マレーシアにおける OPT 高付加価値化利用技術の導入による経済･社会･環境イン

パクトの評価」 
 
日本人側主担当者 広島大学（リーダー：金子慎治・教授） 
         島根県立大学（サブリーダー：豊田知世・准教授）  

国際農林水産業研究センター（小杉昭彦・プロジェクトリーダー） 

 

① 研究題目 4 の当初の計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含む） 
 

PDM Project 4 および PDM Output 4（OPT 付加価値化による経済・社会・環境インパクト）の達
成を目指し、研究題目 4 では、OPT 高付加価値化技術が社会実装された際のパーム産業全体の持続可
能性を議論するため、（1）分析枠組みの開発：経済、社会、環境それぞれのインパクトを同定・定量評
価し、それらを総合評価可能な分析枠組みを開発すること、（2）持続可能性の実証分析：経済的、社会
的に持続可能か、具体的なデータを用いて評価すること、（3）政策分析・評価：OPT 高付加価値化技術
が実装されたパーム産業全体の持続可能性を高めるための政策手段、について検討することを目的とす
る。また社会実装化への道筋作りとして、ステークホルダーへの広報活動等社会実装に必要な活動につ
いて取り組む。 
 
【インパクト評価】 

 
これまで、（1）シナリオをベースにした分析枠組みの開発、および（2）持続可能性の実証分析（環

境影響評価、経済影響評価、社会影響評価）のため、パーム農地、搾油工場、OPT などのバイオマス残
渣の加工工程など、実証分析に必要なパラメータの収集、データの整備を行った。これまで、農地から
排出される GHG を考慮していなかったが農地をから排出される GHG の推計も加えている。また、（3）
経済性を評価するための財務関連のパラメータ収集およびデータ整備を行った。さらに（4）政策分析・
評価について検討し、（1）（2）（3）の枠組みを用いた評価として、最も理想的なパーム加工システムを
新規に導入する際の優位性に関する検討を中心とすることとした。 

 
図 23、図 24 は、（1）の分析枠組みとシナリオを設計した際に設定した、典型的なパーム農園の基礎

条件および検討したシナリオである。スコープ 1 はパームバイオマス残差のリサイクルを行わない現状
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シナリオであり、POME の処理技術方法によって 3 つのシナリオを設定している。スコープ 2 は EFB
のみをリサイクルするシナリオであり、POME 処理技術の違いによって 3 つのシナリオを設定してい
る。スコープ 3 は EFB に加えて OPT をリサイクルしており、POME 処理技術の違いによって 2 つの
シナリオを、スコープ 4 は EFB と OPT に加えて OPF もリサイクルし、POME 処理技術の違いによる
2 つのシナリオを作成している。なお POME 処理技術 1）オープンラグーンで処理する方法、2）ラグ
ーンにカバーをかけ（カバーラグーン）、集めたメタンガスを燃焼して処理する方法、3）カバーラグー
ンでメタンガスを回収し、そのメタンガスを燃料として工場内に電熱併給する方法、4）IC リアクター
を用いてメタンガスを回収し、そのメタンガスを燃料に電熱併給する方法の 4 つの処理技術を設定して
いる。また、パームバイオマス残差のリサイクルは、まずは工場内で使うエネルギー源（熱源および発
電機の燃料）として燃焼して利用し、残ったバイオマス残差はペレット燃料として商品化することを想
定している。 

 
2022 年度までの利用可能なデータ収集範囲における、10 シナリオ別の CO2 換算結果を図 25 にま

とめた。パーム農園からの GHG 排出データは課題 3 で計測中であったが、部分的な観測データから、
農地に戻された EFB、農地に放置されている OPF や OPT に含まれる COD のうち、半分はバクテリ
アやシロアリ等によって分解されて CH4 として排出されると想定し、暫定的な結果として整理した。こ
こでは、農地からパームバイオマス残差が分解されることで排出される CH4、ミル工場、POME からの
CO2、CH4 などの排出量を集計し、CO2 換算して表示している。 

 シナリオの I-1 から I-3 は現状の状態である、パームバイオマス残差をリサイクルせず農地に放
置するシナリオである。図 26 の緑色のグラフは農地に放置されたパーム残差が分解されることによっ
て発生するメタンを CO2 換算した値を示している。パーム残差を農地に残すことによって排出される
CH4 は、パーム搾油工場や POME から発生するメタン量よりも大きくなることが示唆される。なお、
シナリオＩ-3 は IC リアクターを入れて POME を処理することを想定しているため、工場やＰＯＭＥ
からの GHG 排出量がほとんどない。しかし、通常のパーム搾油工場に IC リアクターを追加的に導入
することによる経済性が課題である。 

 
また、経済性については粗油の他、EFB や OPT から作るペレット、PKS の他、工場で使いきれな

い電力をインドネシア国内で販売した場合を想定してデータを整備した。一方、OPT や OPF を回収す
る費用、ミル工場の固定費および管理運営費用などの費用データについては、情報が公開されていない
ため、プロジェクトサイトでの追加のヒアリングと調査が必要であり、これら費用のデータを整備した
うえで最終的な経済評価を行う。なお、経済的な内部収益率の評価の他、GHG 削減効果を環境価値と
して評価した、経済的内部収益率の評価も行う。 

 
【社会実装】 

 
本プロジェクトの中で様々な技術的進捗が成された。例えば「原料マルチ化プロセス」の開発は、

これまでのバイオマス調達の問題点や設備投資による高コスト化を改善できる技術として有効である
と考えられる。プロジェクト終了 2 年を残し、本プロジェクトの取り組みを如何に社会へ還元および実
装してゆくかについて、検討する必要があり、そのためにはプロジェクトの継続性が必要と考える。国
際農研では、「ベンチャー企業等の認定及び援助等に関する規程（令和 3 年 9 月 8 日制定）」に基づき、
同制度を利用したベンチャー起業制度を持っており、この制度を利用することで、事業の継続性を果た
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すことが、培った技術の社会への還元に近道であると考え、第 2 例目となる国際農研発ベンチャー『株
式会社 JIRCAS ドリームバイオマスソリューションズ（社長：小杉 昭彦）』を、令和 4 年 10 月 4 日に
発足、法人登記させた(図 28)。本会社は、「原料マルチ化プロセス」を中心に、SATREPS プロジェクト
で開発した周辺技術を活用し、未利用のオイルパームバイオマスを原料とする燃料および資材製造を行
うための事業化コンサルティングとプラントの設計・建設支援・運用支援、製品販売事業を展開し、本
プロジェクトで開発された技術を社会実装し、社会へ成果を還元する。現在、マレーシア国サラワク州
において、「原料マルチ化プロセス」導入したペレット工場建設を支援しており、OPT の利用や OPT
調達が、「サラワクモデル」に繋がるか社会実験を実施している。 
 
② 研究題目 4 の当該年度の目標の達成状況と成果 

 
2021 年までは現地調査の機会が少なく、主に先行研究で得られた原単位と、現地工場での測定結果

をもとに、パーム産業全体の環境影響評価を実施しており、とくに分析に使うための経済データ（工場
初期費用や管理運転費用）を得るためには、現地でのヒアリング調査が必要である。パーム産業全体を
評価した LCA の分析手法を現地に展開し、評価手法の社会実装を進めるために、現時点で不足してい
る経済データと農地からの GHG 排出データを整備したうえで、LCA 分析に必要となるデータリストを
整備し、現地協力機関と情報共有しながら、経済的な妥当性を含めた実現可能性について議論を進める
予定である。 

 
③ 研究題目 4 の当初計画では想定されていなかった新たな展開 
 

研究題目 4 の当初計画では、伐採 OPT 利用によるバイオマス産業全体の環境負荷および社会経済
的効果を評価することであった。 

 
研究題目 2 において、未利用バイオマスである伐採 OPT に加え、パームミル工場から発生する

EFB、パームが成長する過程で農場から発生する OPF を同一のプロセスですべてペレット化するシス
テムの技術開発に成功したことから、IC リアクターによる POME 処理方法の想定を含めて、新しいシ
ステムの社会経済的効果を研究課題 4 の中心的なシナリオとして検討することとした。 

 
また、当初予定では、現地でカウンターパートと協力して、現地のパームミル工場やパーム農場で

収集・観測したパラメータを利用する計画であったが、コロナ禍での渡航禁止などの理由から、実現で
きていない。そのため、実証分析に必要なデータは、他の研究題目から得られるデータ以外では文献か
ら得られるデータを用いる。 
   
③  研究題目 4 の研究のねらい（参考） 

 
本研究題目は、OPT 高付加価値化技術が社会実装された際のパーム産業全体の持続可能性を議論

するため、マレーシアの具体的なデータを用いて経済、社会、環境それぞれの分野に対するインパクト
を同定・定量評価し、それらを総合評価可能な分析枠組みを開発することで、パーム産業全体の持続可
能性を高めるための政策手段の検討を目指すものである。渡航制限や移動制限も大きく緩和されたこと
から、分断された部分の補完やキャッチアップへ向けた活動を行ってゆきたい。 
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④  研究題目 4 の研究実施方法（参考） 
 
今後の実施手法として、（1）積極的にパームバイオマスをリサイクルしない場合（ベースライン

シナリオ）、（2）積極的にパームバイオマスをリサイクルする場合 A［パームヤシ殻（PKS）、パーム
空果房（EFB）、パーム幹（OTP）、パーム葉柄（OPF）を個別にリサイクルする場合］、（3）積極的に
リサイクルする場合 B［統合プロセスによって全て一貫してリサイクルする場合］のライフサイクル
環境負荷の違いを算出する。そのために、以下の取り組みを予定している。 

 
1） 分析枠組みの開発 

 
・ベースラインシナリオとリサイクルシナリオの確定 

 
・土地利用モデルの具体化・精緻化と統合 

 
・社会的インパクト評価のための基礎的検討 

 
2） 持続可能性の実証分析 

 
・持続可能性の実証分析ツールの開発 

 
・製造プロセスにかかるマテリアルフロー分析 

 
・LC-CO2、LC-GHGs、LCA それぞれに必要な原単位データベース構築 

 
・製造コストや製品の販売価格など費用便益分析に必要な金額データベース構築 

 
3） 政策分析・評価 

 
・パーム産業全体の持続可能性が消費者の選好に及ぼす影響の分析 

 
・RSPO（Roundtable on Sustainable Palm Oil：持続可能なパーム油のための円卓会議）、MSPO
（Malaysian Palm Oil Certification Council：マレーシア持続可能なパーム油基準）、ISPO
（Indonesian Sustainable Palm Oil：インドネシア持続可能なパーム油基準）からの今後の認証制度に
関するヒアリング・情報収集する。 
 

 

図 23． シナリオに用いた典型的なパーム農園とパーム工場の設定 

Amount of annual EFB generation: 69,000 t-EFB/y
Amount of annual OPF generation  216,774 wet-t-OPT
Amount of annual OPF generation :751,000 wet-t/year

Plantation
16,000 ha

FFB 50 ton/day x 24h x 250day
( = 300,000 t-FFB/year )

Palm Mill Plant

POME
180,000 t-POME/yea
(from CPO mill process 
only)

Mill plant
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図 25. 検討した 10 のシナリオ 

 

図 26．シナリオ別ペレット生産能力 

 

図 27．シナリオ別の GHG 排出量の推計（農地を含む） 
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図 28．国際農研発のベンチャー企業「JIRCAS ドリームバイオマスソリューションズ」のホームページより 

https://opt-jdbs.com/jp/ 

 

Ⅱ．今後のプロジェクトの進め方、およびプロジェクト／上位目標達成の見通し（公開） 
 

・研究題目 1  糖蓄積メカニズム解明に向け、農園環境や生育状態の異なる OPT から採取した
樹液に含まれる糖およびデンプン含量について分析を進めてきた。今後は採取した試料からの遺伝子解
析を中心に、得られた糖およびデンプン含量、栽培環境や生育状況を総合し、糖蓄積メカニズムの解明
に向けて研究を遂行する。OPT 安定調達を目的とした、OPT 農園放置がパーム栽培へ及ぼす影響を調
べる基礎研究として、OPT を混ぜ込んだ土壌を用いて間作作物やパーム苗栽培試験を行い、糸状菌、特
に Trichocradium 属菌や Hyphodontia 属菌の特異的な増殖が菌叢解析によって明らかになったことか
ら、これらの菌がパーム苗に直接的に与える影響や土壌栄養の収奪に関してデータの取得を行い、論文
やワークショップ等での公表や広報活動を引き続き行う。研究題目 2 との連携に関しては、特に OPT
樹液および繊維からのバイオエタノール生産に向けた繊維糖化試験を中心に液体燃料生産技術開発の
知見を得る。 
 

・研究題目 2  サラワク州にて OPT の調達モデルを検証する為に、原料マルチ化プロセスによ
る複合処理モデルの技術実証・連続運転を進め、パーム農園と搾油工場とを統合した調達システムを構
築するための実験を実施する。この取り組みを成功させ、技術の普及と廃棄物ゼロへの啓蒙活動を推進
し、社会実装をより確実なものへ進めていきたい。具体的には、サラワクモデルの実証結果を、RSPO
や MSPO 等パーム油認証機関へ情報共有し、廃棄されるバイオマスを含めたパーム油産業の持続可能
性認証を促す活動へ繋げていく。また、高糖度の樹液の調整では高圧濃縮機を導入、また、クルアンプ
ロセスにおけるデンプンの回収についても、どの工程で回収可能か目処が立ち始めている。実証試験で
高糖度の回収が達成できれば、OPT 樹液から持続可能性の高い糖質生産の目処が付けられる。 
 

一方、本題目では、特に燃料用 OPT ペレット製造を基軸プロセスとして、製造時、発生する廃液
からのバイオメタン回収による発電や、有機廃液からのミネラル分の回収による液肥製造と、低灰化の
ための洗浄排水の再利用など、カスケード利用の開発も行っていることから、単なる燃料製造よりも、
高付加価値な製品の検討を同時に行ってきた。例えば、OPT 繊維に関しては、家具の用途としての OPT
維管束ペレットだけではなく、化粧品などに向けた天然の増粘剤・機能性物質の分散材として利用され
るセルロースナノファイバー、従来のプラスチックに木質バイオマスを複合材料であるウッドプラスチ
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ックへの展開も考えている。更に、近年注目が集まる航空機燃料としての液体燃料については、回収さ
れるメタンガスを原料とした GTL（Gas To Liquid）による液体燃料製造への可能性調査や、有機排水
からの肥料製造も試みる。 

 
・研究題目 3  ネグリセンビラン州パソ地区に設置された土壌炭素フラックス観測サイトにおい

て、引き続きオイルパーム残差の農園内放置に起因した GHGs 発生量の観測を継続する。また、同サイ
トにおいてメタゲノム解析に基づく土壌微生物およびその機能評価を行うことで、オイルパーム残渣の
農園内放置が土壌病原菌動態や観測が困難な N2O 発生に及ぼす影響を評価する予定である。 
 

また、JICA 長期研究員派遣制度を活用して筑波大学博士後期課程で受け入れた当該国研究者 1 名に
ついて、土壌病害菌動態評価のための DNA・RNA 解析等の指導を引き続き行うとともに、現地カウン
ターパートと連携し博士論文作成指導を行うことで、環境持続的なオイルパームプランテーション経営
に向けた当該国研究者の育成による技術移転に取り組む。得られた成果を RSPO や MSPO などのパーム
油認証機関に積極的に提供し、農地管理に関わるパーム油認証基準の高度化を促すことで、伐採 OPT 利
活用技術の社会実装による地球規模環境問題の解決に貢献していく。 

 
・研究題目 4  研究題目３で測定された結果を入れたシナリオを整理し、農地を含めたパーム産業全
体の環境・経済影響評価を行う。またオイルパーム農園からは伐採 OPT に加え、果房収穫の際に剪定
される OPF や搾油後の EFB など様々な農作物残渣が得られることから、バイオマス利活用技術を活用
した様々なタイプの高付加価値化製品の開発が可能である。しかしながら、どの製品に市場性があり、
収益性が高められるかについては不確実性があり、研究者による限られた情報やアイディアのなかで、
これらを確定的かつ限定的にバイオマス利活用シナリオに含めることは難しく、将来予測の精度に問題
が発生する可能性がある。そのため、マレーシア側共同研究機関と共同で、主要な原材料についてのビ
ジネスへの展開も検討し、その結果を将来の農作物残渣を活用した高付加価値化製品製造のシナリオに
反映させることにより、より精度の高い LCA 分析や社会的費用便益分析を行う。 
 

プロジェクトの広報、キャパシティービルディング、アウトリーチ、社会実装化活動としては、これ
までと同様に国際会議での特別セッションやワークショップ開催などを検討している。次年度、国際農
研の国際シンポジウムが「熱帯林：気候変動・生物多様性喪失への課題と強靭性向上への機会」をテー
マに東京で開催される予定でおり、その中で、「オイルパーム農園の持続的土地利用と高付加価値化や、
気候変動に適応した森林遺伝資源利用と管理」の小テーマで議論が予定されている。コロナ渦の落ち着
き、プロジェクト残期間も考慮し、マレーシア側の共同研究者を日本に迎え、SATREPS プロジェクト
が主催となり、第 5 回 JCC 会議を東京にて開催しようと計画している。またワークショップに関しても
開催を計画している。また政府機関へのプロジェクト成果のアピールにおいても、第一次産業省を代表
とするパーム産業を所管する監督省庁や RSPO や MSPO などパーム油認証機関との意見交換も再開し
たいと考えている。 

 

Ⅲ．国際共同研究実施上の課題とそれを克服するための工夫、教訓など（公開） 

 

(1)プロジェクト全体 

・  プロジェクト全体の現状と課題、相手国側研究機関の状況と問題点、プロジェクト関連分野の現状と課
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題。当該課題や問題点を解決するために取り組んだ事項。 
 
新型コロナウィルス感染症拡大に伴い、渡航制限やマレーシア国内での移動規制で大きな影響を受

けていたが、今年度 8 月から渡航および研究活動が再開された。遅れを取り戻すべく、マレーシアへの
渡航も今年度 8 月、12 月、2 月と 3 回にわたり進捗状況の把握や現地視察を行った。その結果、ほぼ、
パンデミック前の状況に戻り、研究活動が再開されていることを把握した（図 29）。 
 

日本側の研究推進においては、リモートによる設備設置業務の指示や、プロセス改良における指示
や指導体制を早期に構築したこともあり、研究題目 1 や 2 は想定以上に研究推進が成されている。特に
クルアン OPT 実証試験地においては、パンデミック期間でありながら現地管理会社を通じ毎日の打合
せや、進捗状況の把握や定期報告会を通じ様々な技術開発が行われており、技術移転も現地の方々へ移
転が出来たと言えるレベルになっている。PDM Goal、PDM Project Purpose、PO 記載の目標である、
プロジェクトをベースとした社会実装化への流れは、IHI・パナソニック・日新商事、そして今年度から
出光興産の参画と協力により確実に推進していると考える。また社会実装化への大きな障壁であった
OPT 調達に関する対応は、EFB ペレット製造と OPT 調達を組み合わせたサラワクモデルの社会実験
を通じて前進している。さらに今年度 10 月には、本プロジェクト研究成果である原料マルチ化プロセ
スを基軸とする EPC（Engineering/Procurement/Construction）事業を行う国際農研発のベンチャー企
業（JIRCAS ドリームバイオマスソリューションズ）が起業し、より研究成果をダイレクトに実用化し
ようという取り組みを始めた。これにより、プロジェクト終了により折角開発した技術が、使われなか
ったり、途絶えたり、廃れたりすることを避け、プロジェクトの取り組みや成果を継続的に社会還元す
ることが可能と考える。 

 

 

図 29．渡航再開による各共同研究機関との集合および会議の写真 

２年半ぶりの対面による会議。上段左から：USM、クルアン実証プラントでの見学者との意見交換、MPOB、下段、左か

ら SIRIM、FRIM、サラワクでのサラワクモデルの説明 

 
・諸手続の遅延や実施に関する交渉の難航など、進捗の遅れた事例があれば、その内容、解決プロセス、

結果。類似プロジェクト、類似分野への今後の活動実施にあたっての教訓、提言等。 
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国内研究やリモートだけでは不十分と考えられる GHG 定量測定などフィールド試験や調査が必
要な研究題目 3 や 4 の一部分については、渡航制限およびマレーシア国内の移動制限により遅延して
いた。しかし、今年度 8 月から研究題目 3 では GHG 測定観測のためのチャンバーシステムの設置が
完了し、測定を開始した。また、研究題目 4 においては、今後、GHG データの収集により、評価が進
むものと考える。研究題目 4 においては、各所専門機関へのヒアリング、情報収集に変更し、必要な
情報を直接集めるために評価に必要な質問を整理、各機関へ配布した。さらに、一部交流が止まって
いたマレーシア側の研究者招聘も今年度 2 名招聘し、トレーニングを行っている。次年度さらに加速
させたいと思っている。また関連する政府機関や認証機関等との意見交換や政策提言等が停滞してい
るが、これも次年度以降再開をしたい。 

 

(2)研究題目１：「OPT 高糖度化技術開発」 
 

研究グループ 国際農林水産業研究センター：（リーダー：小杉昭彦） 
 
・ プロジェクト全体の現状と課題、相手国側研究機関の状況と問題点、プロジェクト関連分野の現状と

課題。当該課題や問題点を解決するために取り組んだ事項。 
・  

今年度マレーシア理科大学内の SATREPS 研究棟へ、樹液濃度分析のため新たに高速液体クロマト
グラフィー（HPLC）を購入し、旧式機器よりスムーズに分析が進むようになった。導入当初は、機器
についての経験や知識不足によるエラーやトラブルが頻発していたが、オンライン通話による対処方法
の指示や、マレーシア出張時に状況確認し、対応を指導することで、予定していた全ての試料について
現地研究員のみで分析をやり遂げることができた。また、マレーシア理科大学構内での試料採取につい
て、大学側からの許可に時間を要することもあったが、頻繁に状況を確認することで予定内に試料採取
が完了し、糖試験のサンプル採取も無事に完了した。苗木の試験については、これまでコロナの影響で
開始が遅れていたが、2 回目の試験もスタートし、現地スタッフも一連の作業に精通してきたこともあ
り、順調にデータが取れてきている。 
 
・ 諸手続の遅延や実施に関する交渉の難航など、進捗の遅れた事例があれば、その内容、解決プロセス、

結果。類似プロジェクト、類似分野への今後の活動実施にあたっての教訓、提言等 
・  

OPT 繊維を利用する製品や、OPT 樹液の糖分を利用する製品販売を目指す事業者は、持続可能性
が高く必要な供給量を確保できる原料を求めている。本プロジェクトで対象とする OPT は、確保可能
なバイオマス量の観点から要求レベルに十分に合致するものであるが、持続的に供給可能かどうかが社
会実装の実現に向けた重要課題である。本プロジェクトが目指すプロセスは、持続可能性の高さを売り
にするプロセスなので、政府などへの提案・提言は、高い訴求力を持つものと考えている。 
 

（3）研究題目２：「OPT から高付加価値製品の製造技術開発」 

研究グループ 株式会社 IHI（サブリーダー：山下雅治） 
・  

・ プロジェクト全体の現状と課題、相手国側研究機関の状況と問題点、プロジェクト関連分野の現状と課

題。当該課題や問題点を解決するために取り組んだ事項。 
・  

本研究・技術開発に際しては、相手国側の共同研究機関での専門技術者の育成が必要と考えていた
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ので、昨年度から今年度までマレーシア現地の技術者へ指導を行った。今後は、社会実装化を目指し、
技術移転を受けたメンバーの拡大により、SATREPS の成果による本格的な事業化が期待される段階に
入る。それが故に、日本・マレーシア両政府には、これらのスタートアップ企業を支援する為の援助や
政策が必要であり、政策提言を積極的に行いたいと考えている。今後、再度の感染症蔓延などの緊急事
態に備えて、国内でも代替品で技術開発できるよう対策を講じておくことが重要である。 
 

・ 諸手続の遅延や実施に関する交渉の難航など、進捗の遅れた事例があれば、その内容、解決プロセス、

結果。類似プロジェクト、類似分野への今後の活動実施にあたっての教訓、提言等 
・  

OPT 繊維を利用する製品や、OPT 樹液の糖分を利用する製品販売を目指す事業者は、持続可能性
が高く必要な供給量を確保できる原料を求めている。本プロジェクトで対象とする OPT バイオマスは、
確保可能なバイオマス量の観点から要求レベルに十分に合致するものであるが、持続的に供給可能かど
うかが社会実装の実現に向けた重要課題である。本プロジェクトが目指す実用化プロセスは、持続可能
性の高さを売りにした設計になっているため、環境・脱炭素政策重視のサラワク州・サバ州政府などへ
の提案は高い訴求力を持つと考えている。 
 

（4） 研究題目 3：「パーム農園の再植林による持続的土地利用･再生方法の開発」 
 

研究グループ 国際農林水産業研究センター（リーダー：近藤俊明） 
 
・ プロジェクト全体の現状と課題、相手国側研究機関の状況と問題点、プロジェクト関連分野の現状と

課題。当該課題や問題点を解決するために取り組んだ事項。 
・  

パーム果実生産を目的とするオイルパーム農園においては、収穫作業等の妨げとなることから、
調査機器の設置に関わる許可の取得が困難な場合が多く、とりわけパーム産業に対してネガティブな
成果をもたらす可能性がある研究や海外の研究者が行う調査については、機器類の設置を伴わない調
査であってもその実施が難しい場合が多い。 

 
研究題目 3 においても、一部調査許可が得られていない農園があるものの、現地カウンターパー

トによる許可申請、現地研究者との共同調査、農園所有者への調査の詳細説明等を行うことにより、
調査や調査機器の設置、およびデータの収集が順調に行える体制が構築されている。 
 

・ 諸手続の遅延や実施に関する交渉の難航など、進捗の遅れた事例があれば、その内容、解決プロセス、

結果。類似プロジェクト、類似分野への今後の活動実施にあたっての教訓、提言等 
・  

先述の通り、野外調査を必要とする研究課題においては、調査地の設定や調査機器の設置に関わ
る許可の取得が困難な場合が多く、とりわけ海外の研究者が行う調査については実施が困難である。
そのため、調査地の設定や調査機器の設置にあたっては現地カウンターパートや農園所有者との緊密
な関係構築が不可欠である。また、調査補助や調査機器管理等で地域住民を雇用することで、調査機
器の盗難やいたずらによる機器損傷等を防止でき、円滑な調査が可能となる。 
 

（5） 研究題目 4：「マレーシアにおける OPT 高付加価値化利用技術の導入による経済･社会･環境インパ

クトの評価」 
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研究グループ 国立大学法人 広島大学（リーダー：金子慎治） 
・  
・ プロジェクト全体の現状と課題、相手国側研究機関の状況と問題点、プロジェクト関連分野の現状と

課題。当該課題や問題点を解決するために取り組んだ事項。 
・  

パーム産業を統括する MPOB、製品の性能評価・認証を行う SIRIM は、実務機関としてパーム油
およびオイルパーム由来製品の製造過程における LCA に関心があるが、これまでほとんど利用されて
こなかった伐採 OPT に特化した LCA に関心のある研究者は多くない。一方、大学で LCA を実施する
研究者は主に工学系の分野に集中するが、製品に特化した LCA の適用に関心が留まっており、社会課
題としての伐採パーム幹の持続性評価にまでは至らず、経済学や政策科学の分野の研究者はそもそも
LCA のような視点で分析する研究者が少ない。データの原単位収集のためには、複数種類の研究から
原単位を集める作業が必要となり、複数の先行研究からデータリストの作成を試みた。また、実際現
地のパーム農園からどの程度の GHG 排出量が出ているのか不明だったため、いくつかの仮定をおい
て推計を試みた。今後は、推計値と実際の観測データとの乖離を明らかにしたうえで、パーム産業全
体の評価を行う。 
 
・ 諸手続の遅延や実施に関する交渉の難航など、進捗の遅れた事例があれば、その内容、解決プロセス、

結果。類似プロジェクト、類似分野への今後の活動実施にあたっての教訓、提言等 
・  

OPT リサイクル推進がパーム産業全体の持続可能性に与える意義を考え、フレームワークを与え
るような作業は学術的に極めて特殊なテーマであり、類似プロジェクトを見出すことは難しい。しかし
関連する政策課題、例えば、植物油全体の持続可能性におけるパーム油の役割や日本の発電におけるバ
イオマス利用促進政策の手段としての OPT 利用等と関連づけて協力的な研究プロジェクトを実施する
ことは可能と考えている。 
 

Ⅳ．社会実装（研究成果の社会還元）（公開） 
・  

(1)成果展開事例 
・  
・ 日本国内家具市場における社会実装の確度向上を図るため、パナソニックハウジングソリューショ

ンズ㈱では、商品バリエーションを拡大し、市場検証を継続・深化させると共に、法人顧客向け（オ
フィス・建築用途等）への市場導入も進め、更なる市場受容性の検証を推していく。 

・  
・ またグローバル市場への社会実装も実現するため、PALM LOOP の商品紹介英語版サイトを立上

げると共に、マレーシアへの人員配置も行うことで市場導入の活動基盤を構築し、今後海外での市
場検証を進める。 

 
・ 第 4 回 JCC 会議により出光興産の参画が決定。該社は OPT より製造されるバイオエタノールのオ

フテイク先として、社会実装の検討に参加する。 
・  
・ JST ニュース 8 月号への本プロジェクトに関する記事の掲載 
 
・ 2022 年 10 月に国際農研発のベンチャー企業『株式会社 JIRCAS ドリームバイオマスソリューショ

ンズ（JDBS）』を設立することで開発技術の具現化に推進することにした。SATREPS プロジェク
トで蓄積されたノウハウおよび開発された「原料マルチ化プロセス」等関連技術を基盤とし、OPT
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をはじめ未利用のパームバイオマスを原料に燃料と資材製造を行うための事業化コンサルティン
グ・製造設備の設計・建設支援・運用支援、製品販売事業の展開を行う（会社ホームページ：
https://opt-jdbs.com） 

 

(2) 社会実装に向けた取り組み 
 
本プロジェクトで開発する未利用バイオマス利活用技術の社会実装においては、① 伐採 OPT の農

園内放置によって生じる地球規模環境問題を適切に評価し、パーム油認証機関（RSPO や MSPO 等）
に対して認証基準化を促すとともに、② 開発された高付加価値化製品や、製造に必要となる機器類や
開発プロセスを広く普及させ、当該国において経済持続的なバイオマス産業を創出することが必要とな
る。クルアン実証試験地との連携により、サンプルの調整やプロセス開発、また社会実装化へ民間企業
との連携は順調である。 

 
「原料マルチ化プロセス」の開発は、大きな経済的インセンティブに繋がることが予想され、利用

が進むことでパーム農園の環境問題解決に繋がる可能性がある。このプロセスから製造される OPT 維
管束ペレットは、パナソニックが手がける家具材の原料として採用され、2023 年からの本格的商品化の
予定となっている。今後は、家具材供給体制へ向けた取り組みへ大きく展開されるものと考える。また、
現地パーム搾油工場兼パーム農園の統合経営企業の協力を得て、2021 年 12 月からサラワク州で OPT
調達兼利用を促す「サラワクモデル」の社会実験に注力している。プロジェクト期間、残り 2 年となる
が、社会実装化には、技術や事業の継続性が重要であると考える。2022 年 10 月に国際農研発のベンチ
ャー企業『株式会社 JIRCAS ドリームバイオマスソリューションズ（JDBS）』を設立することとした。
SATREPS プロジェクトで蓄積されたノウハウおよび開発された「原料マルチ化プロセス」等関連技術
を基盤とし、OPT をはじめ未利用のパームバイオマスを原料に燃料と資材製造を行うための事業化コ
ンサルティング・製造設備の設計・建設支援・運用支援、製品販売事業の展開を行う（会社ホームペー
ジ：https://opt-jdbs.com）。現在、サラワク州に「原料マルチ化プロセス」を導入したペレット工場建
設支援を行っており、その中で OPT 調達や利用を通じて、サラワクモデルが実証されるかも注視して
いる。サラワク州での実証実験が成功すれば、必ず第 2、第 3 と手を上げるステークホルダーが現れる
と見込んでいる。その結果、自ずとバイオマス利用・社会実装の道は開かれ、環境負荷低減に繋がり、
かつ経済活動が活発になるようなサーキュラーエコノミー(経済循環)が生まれると考えている。 
 

Ⅴ．日本のプレゼンスの向上 
 
パーム油は世界で最も多く生産・消費される植物油脂（総生産量の約 35%）であり、多くの国と地

域において、社会・経済を支える重要かつ不可欠な植物油脂となっている。そのため、オイルパーム産
業が引き起こす気候変動や熱帯雨林の伐採等の地球規模環境問題の解決は、生産国のみならず、消費国
を含めたすべての国が取り組むべき喫緊の課題である。 

 
こうした背景から、バイオマス利活用技術の開発とその社会実装を通して、地球規模環境問題の解

決と新たな産業創出の同時達成を目指している本プロジェクトは、当該国のみならず、国際社会におい
ても日本のプレゼンスの向上をもたらすものと言える。新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、
現地活動の制限を受けたが、いち早くリモート体制を構築し、原料の付加価値向上化や社会実装化への
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プロセス研究活動を中心に進めた。SATREPS プロジェクトで出てきた成果・技術を基盤に、二国間排
出権取引（JCM）などのスキームを活用し、中小企業連合の技術インフラ輸出や技術移転することで、
我が国らしい地球温暖化問題の具体的解決策を提供できる。本プロジェクトを通じて政府関係者への提
言や、ポスト SATREPS プロジェクトも視野に入れた成果普及の取り組みを行ってゆきたい。 

 
本プロジェクト終了を見据えて、本プロジェクト事業普及や社会実装化に対する一つの答えとして、

私たちは国際農研発のベンチャー企業『株式会社 JIRCAS ドリームバイオマスソリューションズ（JDBS）』
を設立することで開発技術の具現化することにした。JIRCAS ドリームバイオマスソリューションズは、
SATREPS プロジェクトで蓄積されたノウハウおよび開発された「原料マルチ化プロセス」等関連技術
を基盤とし、OPT をはじめ未利用のパームバイオマスを原料に燃料と資材製造を行うための事業化コ
ンサルティング・製造設備の設計・建設支援・運用支援、製品販売事業の展開を行う。技術成果の社会
還元を行うためには、長期的なビジョンで進めることが大切であるとこれまでの経験から強く思うこと
である。そのためには、プロジェクト期間中だけの取り組みでは無く、継続的に活動できる取り組みや
仕組み作りが必要と考えている。本ベンチャー企業が技術導入に向けて機動力を持って実施するいわば
ファーストペンギン的役割を担うことは重要である。開発したプロセスは、容易に現地企業等が真似を
することが出来ないプロセスとなっており、日本の技術プレゼンスが多く詰まっている。今後、現地民
間企業の取り組みも牽引できるような企業として期待したい。 
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degradation by a novel anaerobic thermophilic bacterium Hydrogenispora  sp.
UUS1-1 and the bacterium Tepidanaerobacter sp. GT38", Enzyme and
Microbial Technology, 2021, vol. 144, No. 109740, pp.1-10

10.1016/j.e
nzmictec.2
020.109740

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 3.448

2020

Chhe, C., Uke, A., Baramee, S., Ungkulpasvich, U., Tachaapaikoon, C., Pason,
P., Waeonukul, R., Ratanakhanokchai, K., Kosugi, A.,"Draft genome sequence
data of the facultative, thermophilic, xylanolytic bacterium Paenibacillus  sp.
strain DA-C8", Data in Brief, 2021, vol. 35 No. 106784, pp.1-6

10.1016/j.d
ib.2021.106
784

国際誌 発表済

2020

Ungkulpasvich, U., Baramee, S., Uke, A., Kosugi, A.,"Capillibacterium
thermochitinicola  gen. nov., sp. nov., a novel anaerobic thermophilic
chitinolytic bacterium from compost", International Journal of Systematic
and Evolutionary Microbiology, 2021, pp.1-7

10.1099/ijs
em.0.00469
3

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 2.415

2021

Chhe C, Uke A, Baramee S, Ungkulpasvich U, Tachaapaikoon C, Pason P,
Waeonukul R, Ratanakhanokchai K, Kosugi A. Draft genome sequence data
of the facultative, thermophilic, xylanolytic bacterium Paenibacillus sp. strain
DA-C8. Data Brief. 2021 Jan 22;35:106784.

doi:
10.1016/j.d
ib.2021.106
784.

国際誌 発表済

2021

Uke A, Chhe C, Baramee S, Tachaapaikoon C, Pason P, Waeonukul R,
Ratanakhanokchai K, Kosugi A. Draft genome sequence data of
Paenibacillus cisolokensis strain LC2-13A and Xylanibacillus composti strain
K-13 Data Brief. (2021) Sep 8;38:107361.

doi:
10.1016/j.d
ib.2021.107
361.

国際誌 発表済

2021

Chhe C, Uke A, Baramee S, Tachaapaikoon C, Pason P, Waeonukul R,
Ratanakhanokchai K, Kosugi A. Characterization of a thermophilic
facultatively anaerobic bacterium Paenibacillus sp. strain DA-C8 that
exhibits xylan degradation under anaerobic conditions. J Biotechnol. 2021
Oct 22;342:64-71.

doi:
10.1016/j.j
biotec.2021
.

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 5.123

2021
Arai, T., Aikawa, S., Sudesh, K., Kondo,T. and Kosugi, A.*,
Electrotransformation of thermophilic bacterium Caldimonas
manganoxxidans(), Journal of microbiological methods, Jan;192:106375

doi:
10.1016/j.
mimet.2021
.106375.

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 2.363

2022

Nhim S, Waeonukul R, Uke A, Baramee S, Ratanakhanokchai K,
Tachaapaikoon C, Pason P, Liu YJ, Kosugi A. Biological cellulose
saccharification using a coculture of Clostridium thermocellum and
Thermobrachium celere strain A9. Appl Microbiol Biotechnol. 2022 Feb 14.
doi: 10.1007/s00253-022-11818-0.

doi:
10.1016/j.
mimet.2021
.106375.

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 5.56

2022
Chhe, C., Uke, A., Baramee, S., Tachaapaikoon, C., Pason, P., Waeonukul, R.,
Ratanakhanokchai, K. and Kosugi, A. (2023.3) Int J Syst Evol Microbiol 73.

doi:
10.1099/ijs
em.0.00572
4.

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 2.689

2022
Guang-Lei Liu, Xian-Ying Bu, Chaoyang Chen, Chunxiang Fu, Zhe Chi,
Akihiko Kosugi, Qiu Cui, Zhen-Ming Chi & Ya-Jun Liu., (2023) Biotechnology
for Biofuels and Bioproducts volume 16, 9.

https://do
i.org/10.1
186/s130
68-023-
02260-z

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 7.670

2022
Heng, S., Sutheeworapong, S., Champreda, V., Uke, A., Kosugi, A., Pason, P.,
Waeonukul, R., Ceballos, R.M., Ratanakhanokchai, K., Tachaapaikoon, C.
(2022) Peer J, 10: e14211.

https://do
i.org/10.7
717/peerj.
14211

国際誌 発表済 Journal Impact Factor 3.061

16 件
うち国内誌 0 件
うち国際誌 8 件

公開すべきでない論文 0 件



③その他の著作物（相手国側研究チームとの共著）（総説、書籍など）

年度 著者名,タイトル,掲載誌名,巻数,号数,頁,年
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

著作物数 0 件
公開すべきでない著作物 0 件

④その他の著作物（上記③以外）（総説、書籍など）

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

2019
小熊崇大, 本村和也, 山下雅治, 河西英一, 中山竜太郎,パーム産業における
未利用バイオマスの有効利用と最適なプロセス開発, IHI技報, 2020年, 59巻,
4号, 77-89

技術報告 発表済
https://www.ihi.co.jp/var/ezwebin_site/stora
ge/original/application/9f1ad44d6ea3cd2b69
c56a55b228bc16.pdf

2020
藍川晋平，研究グループ紹介　国際農林水産業研究センターｱｼﾞｱﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟ
ﾛジェクト，日本エネルギー学会機関誌えねるみくす，2020，99，710-716

学会機関誌 発表済 https://doi.org/10.20550/jieenermix.99.6_710

2020
藍川晋平，藻の力で熱帯プランテーション農業の環境問題を改善する，広報
JIRCAS，2020，6，4－7

JIRCAS機
関誌

発表済
https://www.jircas.go.jp/ja/publication/jirca
s/6

2020
小杉昭彦, オイルパーム農園の持続的土地利用技術がもたらすパーム油産
業の未来, JIRCASニュース

JIRCAS機
関誌

発表済
https://www.jircas.go.jp/ja/publication/jirca
s_news/89

2020
小杉昭彦, オイルパーム幹（OPT）の高付加価値化技術開発と社会実装へ向
けた取り組み, JIRCASニュース

JIRCAS機
関誌

発表済
https://www.jircas.go.jp/ja/publication/jirca
s_news/89

2022
小杉昭彦 アジアのバイオマス利用から日本のエネルギー問題を考える：資
源調達とカーボンニュートラル　第31回日本エネルギー学会大会

学会機関誌 発表済
https://doi.org/10.20550/jietaikaiyoushi.31.0
_xvi

著作物数 6 件
公開すべきでない著作物 0 件

⑤研修コースや開発されたマニュアル等　

年度  研修コース概要（コース目的、対象、参加資格等）、研修実施数と修了者数
特記事項

開発したテキスト・マニュアル類



Ⅵ. 成果発表等

（２）学会発表【研究開始～現在の全期間】（公開）

①学会発表（相手国側研究チームと連名）（国際会議発表及び主要な国内学会発表）

年度
国内/

国際の別
発表者（所属）、タイトル、学会名、場所、月日等

招待講演
/口頭発表

/ポスター発表の別

2019 国際学会
Aikawa, S.(JIRCAS), Arai, T.(JIRCAS), Kondo, T.(JIRCAS), Kosugi, A.(JIRCAS), Heterotrophic
cultivation of microalgae using sap from oil palm trunks, 7th Asian Conference on Biomass Science,
Fukushima, Japan, 2019. Dec.

ポスター発表

2019 国際学会
Kosugi A, Kondo T, Arai T, Aikawa S, Kaneko S, Yamashita M, Sudesh K, Azize AA, Ishak MF, Ibrahim
WA. Sustainable Replantation of Oil Palm by Adding Value to Oil Palm Trunk through Scientific and
Technological Innovation. 7th Asian Conference on Biomass Science, Fukushima, Japan, 2019. Dec.

ポスター発表

2020 国際学会
Arai T(JIRCAS),  Sudesh K(USM),  Aikawa S(JIRCAS),  Kondo T(JIRCAS),  Kosugi A(JIRCAS).
Development of bioplastic production technology from crop wastes in Southeast Asia. 8th Asian
Biomass Science Conference. 2021. Jun.

ポスター発表

2020 国際学会

Sudesh K. Sap from oil palm trunk is a potential renewable carbon feedstock for polyhydroxyalkanoate
(PHA) biosynthesis and other value-added products. The Belt and Road Initiatives- international
forum-biomass resource utilization. Ningbo Institute of Materials Technology and Engineering, Chinese
Academy of Sciences, China. 28 Aug 2020

招待講演

2021 国際学会
Kosugi A (JIRCAS).Future Prospects For Oil Palm Biomass Utilization Led By Satreps Opt Project.
ByPalma 2021.Sep

口頭発表

2021 国際学会 Yamashita M (IHI).Process Development For Ihi Opt & Efb Fuel Pellet Production. ByPalma 2022.Sep 口頭発表

2021 国際学会
Chuah Keng Hua (OPTERAZ).Research And Development Of Oil Palm Biomass Utilization
Technologies From Kluang Pilot Plant. ByPalma 2023.Sep

口頭発表

2021 国際学会 Pun Meng Yan (TEXa).Strategy of oil palm biomass utilization from texa. ByPalma 2024.Sep 口頭発表

2021 国際学会
Noorshamsiana Abdul Wahab (MPOB).Cellulose from oil palm trunk and its conversion to
carboxymethyl cellulose (CMC). ByPalma 2025.Sep

口頭発表

2021 国際学会
Leh Cheu Peng (USM).Sustainability considerations in producing chemical cellulose from the vascular
bundle of oil palm trunk (opt)eps Opt Project. ByPalma 2026.Sep

口頭発表

2021 国際学会
Thiruchelvi Pulingam (USM).The effects of oil palm trunk fibers on plant growth and soil microbial
community. ByPalma 2027.Sep

口頭発表

2021 国際学会
Manoj Kumar (USM).Insights into the production of microbial-based bioplastics using oil palm trunk
sap. ByPalma 2027.Sep

口頭発表

2022 国内学会
近藤 俊明（国際農研）・孫 力飛 （国環研）・小杉 昭彦（国際農研）・Kumar Sudesh（マレーシア理科大）・
梁 乃申（国環研）、東南アジアにおけるオイルパーム農園開発が土壌微生物および土壌炭素フラックス
に及ぼす影響、日本生態学会公募式シンポジウム、オンライン、3月19日

口頭発表

招待講演 1 件

口頭発表 8 件

ポスター発表 3 件

②学会発表（上記①以外）（国際会議発表及び主要な国内学会発表）

年度
国内/

国際の別
発表者（所属）、タイトル、学会名、場所、月日等

招待講演
/口頭発表

/ポスター発表の別

2019 国内学会
藍川晋平（国際農研）、荒井隆益（国際農研）、近藤俊明（国際農研）、小杉昭彦（国際農研）、オイル
パーム樹液を利用した微細藻類の従属的培養法の検討、第１５回バイオマス科学会議、福島、2019年
12月

口頭発表

2019 国内学会
藍川晋平（国際農研）、荒井隆益（国際農研）、近藤俊明（国際農研）、小杉昭彦（国際農研）、微細藻類
に対するオイルパーム樹液の増殖促進効果、日本藻類学会第４４回大会、鹿児島、2020年3月

口頭発表

2019 国際学会
Kosugi A. (JIRCAS), Old oil palm trunk is a promising bioresource for renewable energy production.
Asia Biomass To Power 2019, Kuala Lumpur, Malaysia, 2019. Nov.

招待講演

2019 国内学会
小杉昭彦(国際農研）, パームオイル産業から排出されるバイオマス資源のポテンシャルとその利用展
開, 第19回バイオマス合同研究会, 東京, 2019年12月

招待講演

2020 国内学会
小杉昭彦(国際農研）, 地球環境保全とエコノミーの両立をめざして―バイオマス活用による地産地消・
外消による地域活性化へのシナリオ, アグロイノベーション2020バイオマスエキスポフォーラム 2020, 東
京, 2020年11月

招待講演

2020 国内学会
小杉昭彦(国際農研）,地球環境保全とエコノミーの両立をめざした農産廃棄物活用よる地産地消・外消
モデル,エコプロOnline2020, オンライン開催, 2020年11月

招待講演

2020 国内学会
藍川晋平（国際農研），有用藻による水質浄化で熱帯農業に起因する温室効果ガスの発生を抑制す
る，SATテクノロジー・ショーケース2021，オンライン，2月19日

ポスター発表

2020 国内学会

近藤俊明（国際農研）・寺本宗正（鳥取大学）・高木健太郎（北海道大学）・小嵐淳（原子力機構）・安藤
麻里子（原子力機構）・市井和仁（千葉大学）・高木正博（宮崎大学）・石田祐宣（弘前大学）・山貫緋称
（千葉大学）・梁乃申（国立環境研究所）、温暖化に対する土壌微生物群集の応答と土壌炭素フラックス
への影響、日本生態学会、岡山（リモート）、2021年3月17日

口頭発表

2021 国内学会
小杉昭彦（国際農研）SATREPSプロジェクトから見えてきたバイオマス資源の安定調達とその仕組み作
りの重要性　(一財)バイオインダストリー協会 アルコール・バイオマス研究会　オンラインセミナー2021
年10月19日

招待講演

2021 国内学会
小杉昭彦（国際農研）東南アジアでの熱帯バイオマス資源の安定調達・利活用技術による地域環境保
全と日本型国際貢献　バイオマスエキスポフォーラム’21　11月26日

招待講演

2021 国内学会
小杉昭彦, バイオマス資源の確保・調達, 石油学会　新エネルギー部会講演会
～ カーボンニュートラルに向けた、エネルギー・環境政策と革新技術～,2022年2月15日

招待講演

2022 国内学会
近藤俊明（国際農研）、持続的なアブラヤシ農園経営に向けた農作物残渣の利活用技術の開発、日本
学術会議公開シンポジウム「東南アジアのアブラヤシ農園の持続的開発の問題点と課題」、オンライ
ン、9月29日

招待講演

2022 国際学会
Tomoyo Toyota(The University of Shimane)  Shinji Kaneko(Hiroshima University), NERPS Coference
2023, Thailand, Feb 28, 2023.

口頭発表

2022 国際学会
Aikawa, S., Hama, S., Kosugi, A., Ogino, C. 10th Asian Conference on Biomass Science (Online, 2022,
11)

口頭発表 件

2022 国内学会
藍川晋平、菓子野康浩、秋本誠志、植野嘉文、和泉自泰、小杉昭彦　光質・光量が藍藻・微細藻の光
合成におよぼす影響　第70回生態学会（オンライン、2023年3月）

口頭発表 件

2022 国内学会
小杉昭彦　アジアのバイオマス利用から日本のエネルギー問題を考える：資源調達とカーボンニュート
ラル（第31回日本エネルギー学会大会）

招待講演 件

招待講演 9 件

口頭発表 6



ポスター発表 1



Ⅵ. 成果発表等
（３）特許出願【研究開始～現在の全期間】（公開）
　①国内出願

出願番号 出願日 発明の名称 出願人
知的財産権の種

類、出願国等

相手国側研究メン
バーの共同発明者
への参加の有無

登録番号
（未登録は空欄）

登録日
（未登録は空欄）

出願特許の状況
関連する論文の

DOI
発明者

発明者
所属機関

関連する外国出願※

No.1
2019-
112364

2019/6/17

微細藻類の
培養方法及
び微細藻類
の培養液

国際農林水
産業研究セ

ンター
PCT出願希望 無

優先権主張出
願

藍川晋平・
小杉昭彦

国際農林水産業
研究センター

No.2 2021-287 2021/1/4
抗酸化剤及
びその製造

方法

国際農林水
産業研究セ
ンター・農
業・食品産
業技術総合
研究機構

PCT出願希望 無
優先権主張出

願
小杉昭彦・
亀谷宏美

国際農林水産業
研究センター・農
業・食品産業技
術総合研究機構

国内特許出願数 2 件
公開すべきでない特許出願数 0 件

　②外国出願

出願番号 出願日 発明の名称 出願人
知的財産権の種

類、出願国等

相手国側研究メン
バーの共同発明者
への参加の有無

登録番号
（未登録は空欄）

登録日
（未登録は空欄）

出願特許の状況
関連する論文の

DOI
発明者

発明者
所属機関

関連する国内出願※

No.1 PI202100380
2

2021/7/2 SOLID FUEL
PRODUCTIO
N SYSTEM
AND SOLID
FUEL
PRODUCTIO
N METHOD
（バイオマス
ペレット製造
における原料
選択多様化
技術）

（株）IHI・国
際農林水産
業研究セン
ター・（株）
OPTERAZ

マレーシア優
先出願

無 PI 2021003802
（マレーシア）

2021年7月6日 審査中 山下雅治・
小杉昭彦・
Chuah Keng
Hua

（株）IHI・国際農
林水産業研究セ
ンター・（株）
OPTERAZ

No.2
No.3

外国特許出願数 1 件
公開すべきでない特許出願数 0 件



Ⅵ. 成果発表等
（４）受賞等【研究開始～現在の全期間】（公開）

①受賞

年度 受賞日 賞の名称
業績名等

（「○○の開発」など）
受賞者 主催団体

プロジェクトとの関係
（選択）

特記事項

2021 2021/9/29 ベストプレゼンテーション

Effect of decomposing oil
palm trunk fibers on plant
growth and soil microbial
community composition

Thiruchelvi
Pulingam

ByPalma国
際会議

1.当課題研究の成果である

1 件

②マスコミ（新聞・TV等）報道

年度 掲載日 掲載媒体名 タイトル/見出し等
プロジェクトとの関係

（選択）
特記事項

2020 2020/12/9 家具新聞
地球温暖化防止へSDGsｇへ
協働を

その他 協働取組紹介

2020 2020/12/7
ルームファニシング
※家具業界雑誌

オリジナル技術で廃棄物を工
業資材へ

その他 協働取組紹介

2021 2021/11/15 パナソニックホームページ
アブラヤシ廃材を活用した再
生木質ボード化技術を開発

3.一部当課題研究の成果
が含まれる

2021 2021/11/15 FNNプライムオンライン

パナソニック食用油などに使
われる「アブラヤシ」廃材を活
用して家具づくり　世界初の
技術

3.一部当課題研究の成果
が含まれる

2021 2021/11/17 日経新聞
アブラヤシ廃材を活用
パナソニック、木質ボードに

3.一部当課題研究の成果
が含まれる

2021 2021/11/17 電波新聞
アブラヤシの廃材を木質ボー
ドにパナソニック、温室効果
ガス削減に貢献

3.一部当課題研究の成果
が含まれる

2021 2022/1/11 日刊工業新聞
成長につなぐ―事例17ゴー
ルズ＆169ターゲット（68）国
際農林水産業研究センター

1.当課題研究の成果である

2022 2022/11/9 日経新聞
国際農研、第2号VB設立
パーム油バイオマスを再資
源化

1.当課題研究の成果である

2022 2022/11/11 化学工業日報
国際農研、ＶＢ設立、燃料ペ
レットや資材製造

1.当課題研究の成果である

2022 2022/11/10 農業協同組合新聞
国際農研発第2号ベンチャー
「ドリームバイオマスソリュー
ションズ」」設立

1.当課題研究の成果である

2022 2022/11/10
リム情報開発 マーケット
ニュース

国際農研=バイオマス燃料ベ
ンチャーを設立、パーム油生
産の残渣活用

1.当課題研究の成果である

11 件

https://www.rim-
intelligence.co.jp/news/rr
e/1729791.html

https://news.yahoo.co.jp/
articles/2735f5f7c590d66
25710929877d5007d8ebc

掲載面

P1、P3

P3～P9

https://news.panasonic.c
om/jp/press/data/2021/

https://www.nikkei.com/a
rticle/DGKKZO77582310

https://www.fnn.jp/article
s/-/270618

https://www.nikkei.com/a
rticle/DGXZQOCC09AUH
0Z01C22A1000000/

https://www.jircas.go.jp/j
a/program/proc/blog/202
20121

https://www.jacom.or.jp/r
yutsu/news/2022/11/22
1110-62754.php

https://chemicaldaily.com
/archives/225622



Ⅵ. 成果発表等

（５）ワークショップ・セミナー・シンポジウム・アウトリーチ等の活動【研究開始～現在の全期間】（公開）

年度 開催日 名称
場所

（開催国）
参加人数

(相手国からの招聘者数）
公開/

非公開の別
概要

2019 6月5‐7日 バイオマスエキスポ2019 東京 200（0） 公開

本プロジェクトの成果を国内の企業や関連機
関に広く発信することを目的に、2019年6月5‐7
日に東京ビッグサイト青海展示棟で開催された
バイオマスエキスポ2019に出展した。民間企業
の技術・研究開発部署の研究員及び営業担当
職員を中心に約200名の訪問があり、バイオマ
ス資源利活用技術への強い関心が寄せられ
た。

2019 11月9日

JSTグローバルサイエンスキャンパス
事業「持続可能な発展を導く科学技術
人材育成コンソーシアムGSC広島：世
界を舞台 とした教育プログラムと地域
の産学官連携による人材育成」におけ
る異分野融合シンポジウム

広島 30（0） 非公開

全国から選抜された高校生30名を対象に、オ
イルパームプランテーションがもたらす環境影
響について解説するとともに、その解決に向け
た本プロジェクトの活動を紹介した。

2019 11月22日
土浦第一高等学校「企業・研究所、官

公庁訪問」
茨城 15（0） 公開

土浦第一高校の1年生10名を対象に、環境・経
済持続的オイルパームプランテーション経営に
向けた本プロジェクトの概要を紹介した。

2019 11月28日 Asian Biomass to Power 2019 マレーシア 50(30) 非公開

「Old oil palm trunk is a promising bioresource
for renewable energy production」のタイトルで
発表。SATREPSプロジェクトの取り組みに関し
て，紹介を行った。

2020 2月13日
日本大学生物資源科学部生　春研修

研究所訪問
茨城 16（0） 公開

国際協力ゼミ所属予定の学部生(2年生)の春
研修として実施。SATREPSプロジェクトの取り
組みに関して，紹介を行った。

2020
11月11

日ー13日
アグロイノベーション2020バイオマスエ

キスポフォーラム 2020
東京 5,806名（来場者総数） 公開

本プロジェクトの成果を国内の企業や関連機
関に広く発信することを目的に、東京ビッグサ
イト青海展示棟で開催されたバイオマスエキス
ポフォーラム2020に出展した。民間企業の技
術・研究開発部署の研究員及び営業担当職員
を中心に約150名の訪問があり、バイオマス資
源利活用技術への強い関心が寄せられた。

2020 11月27日 エコプロOnline2020 オンライン開催 100名 公開

エコプロ2020　国立研究開発法人協議会シン
ポジウム「国研協による科学技術の連携で目
指すSDGs」に参加講演
https://youtu.be/00Vc78BXcQg

2021 1月29日 東京都立戸山高校学生へのWebinar オンライン開催 30名 非公開

戸山高校の1年～3年生約30名を対象に、環
境・経済持続的オイルパームプランテーション
経営に向けた本プロジェクトの概要を紹介し
た。

2021 4月20日
島根県立大学地域政策学部「SDGs概

論」受講者への紹介
オンライン講義 148名 非公開

島根県立大学地域政策学部の講義（１年生）
「SDGs概論」受講者に、SATREPSプロジェクト
の取り組みについて紹介した

2021 5月25日
島根県立松江南高等学校での講演で

の紹介
島根県 275名 非公開

松江南高校1年生2７5名を対象に実施したワー
クショップにて、SDGｓとパーム産業および本プ
ロジェクトの概要を紹介した。

2021 6月10日
島根県立大学地域政策学部「総合政

策概論」受講者への紹介
オンライン講義 219名 非公開

島根県立大学総合政策学部の3回生必修講義
「総合政策概論」受講者に、パーム産業と日本
との関わりと、SATREPSプロジェクトの取り組
みについて紹介した。

2021 6月6日
鹿児島大学での講義「経済政策論Ｉ］受

講者への紹介
オンライン講義 102名 非公開

鹿児島大学の2年～4年対象講義「経済政策論
Ｉ」受講者に、パーム産業と日本との関わりと、
SATREPSプロジェクトの取り組みについて紹介
した。

2021 6月22日
島根県立大学総合政策学部「日本経

済論」受講生への紹介
オンライン講義 215名 非公開

島根県立大学総合政策学部の講義「日本経済
論」受講者に、日本のエネルギー政策に関し
て、SATREPSプロジェクトの取り組みについて
紹介した。

2021 9月3日 出雲第二中学校への講演での紹介 島根県 215名 非公開

出雲第二中学校3年生に講演した「持続可能な
開発目標（SDGs）と森林資源:くらしを見直す」
にて、SATREPSプロジェクトの取り組みについ
て紹介した。

2021 10月31日
筑波大学つくばSKIPアカデミー主催サ
イエンスカフェ「ラボビジット」講演で紹

介
オンライン講義 30名 非公開

つくば市立の小学校及び茨城県立並木中等教
育学校の小中学生に「SDGｓと私」にてプロジェ
クト紹介を行った。

2021
11月11

日ー13日
アグロイノベーション2021バイオマスエ

キスポフォーラム 2021
東京 5,806名（来場者総数） 公開

本プロジェクトの成果を国内の企業や関連機
関に広く発信することを目的に、東京ビッグサ
イト青海展示棟で開催されたバイオマスエキス
ポフォーラム2021に出展した。民間企業の技
術・研究開発部署の研究員及び営業担当職員
を中心に約150名の訪問があり、バイオマス資
源利活用技術への強い関心が寄せられた。

2021 11月26日

アグリイノベーション2021にて「地域活
性化の新潮流！豊富な地元バイオマ
ス資源を活用した次世代ビジネスプラ

ン」にて講演

東京 200名 公開

タイトル「東南アジアでの熱帯バイオマス資源
の安定調達・利活用技術による地域環境保全
と日本型国際貢献」にて本プロジェクトの取り
組みを講演した。

2021 2月17日

バイオマス生産と利用：現状とその最
適化, 科学技術振興機構 研究開発戦
略センター（CRDS）俯瞰ワークショップ
「バイオエコノミーに資する基盤技術開
発：真のサスティナビリティーを実現す

オンライン 100名 非公開
タイトル「バイオマス利用の現状：パーム林の
持続的な徹底利用によるパーム林利用最適
化」にて本プロジェクトの取り組みを講演した。

①ワークショップ・セミナー・シンポジウム・アウトリーチ等



2022 10月11日
アグロイノベーション2022バイオマスエ

キスポフォーラム 2022
東京 100名 公開

「脱炭素社会に向け、国際農研が進めるバイオ
マス研究とその社会実装への挑戦」のタイトル
で本プロジェクトの取り組みを講演した。

2022 10月29日
森から世界を変えるプラットフォーム主
催セミナー（森林の減少・劣化の現状
と農業セクターの取組から学ぶ対策）

東京・オンライン 100名 公開

「オイルパーム農園の持続的土地利用と再生
を目指したオイルパーム古木への高価値化技
術」のタイトルで本プロジェクトの取り組みを講
演した。

20 件

年度 開催日 議題 出席人数

2019 9月19日 PDMおよびPOの修正 50

2020 10月27日
コロナ禍における研究進捗状況報告

及びPO、新規メンバーの紹介
54

2021 9月29日
コロナ禍における研究進捗状況報告

及びPO、新規メンバーの紹介
80

2022 9月21日
2022年度に関する進捗報告、一年延

長及び新規メンバーの参画
80

4 件

第3回JCCをオンラインにて開催し、2021年度のプロジェクト進捗や活動計画について確
認するとともに、①コロナ禍における研究進捗状況の報告、②PDM記載の購入機材変
更、及びPOの研究内容の追記、③一年延長申請、④新規メンバーである出光興産の紹
介及びプロジェクト参画への意義、に関する説明が行われ、全ての議題について承認さ
れた。

②合同調整委員会(JCC)開催記録（開催日、議題、出席人数、協議概要等）

概要

マレーシア国ペナン州のGホテルガーニー会議室において第1回Joint Coordinating

第2回JCCをオンラインにて開催し、2020年度のプロジェクト進捗や活動計画について確
認するとともに、①コロナ禍における研究進捗状況の報告、②PDM記載の購入機材変
更、及びPOの研究内容の追記、③新規メンバーである（株）パナソニックの紹介及びプロ
ジェクト参画への意義、に関する説明が行われ、全ての議題について承認された。

第3回JCCをオンラインにて開催し、2021年度のプロジェクト進捗や活動計画について確
認するとともに、①コロナ禍における研究進捗状況の報告、②PDM記載の購入機材変
更、及びPOの研究内容の追記、③新規メンバーである（株）日新商事の紹介及びプロ
ジェクト参画への意義、に関する説明が行われ、全ての議題について承認された。



成果の波及効果

成果目標シート（雛形：適宜変更してご利用ください）

1

公開資料

Ver.170401

オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指し
たオイルパーム古木への高付加価値化技術の開発

研究課題名

小杉 昭彦

（国研） 国際農林水産業研究センター

研究代表者名
（所属機関）

平成30年（平成31年4月1日～令和7年3月31日）研究期間

マレーシア／マレーシア理科大学、マレーシアパーム
オイル庁、マレーシア森林研究所、マレーシア標準工
業研究所

相手国名／主要
相手国研究機関

目標 15. 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推
進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土
地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

目標 12. 持続可能な生産消費形態を確保する

目標 17. 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グ
ローバル・パートナーシップを活性化する

関連するSDGs

・パーム油の持続可能な生産に貢献・食料安全保障

・日本企業による成果事業化と新規産業創出によるイ
ンフラ輸出の促進

日本政府、社
会、産業への
貢献

・パーム油生産国における日本の環境対策技術及びバ
イオ技術の展開

・パーム油産業の持続的生産モデルの開発

科学技術の発
展

・OPTの高糖度化及び農園管理法

・OPTのエネルギー・材料・農業分野の産業化モデル

・パーム農園管理による持続的土地利用再生による熱
帯林違法伐採の抑止

知財の獲得、
国際標準化の
推進、遺伝資
源へのアクセ
ス等

・パーム農園問題を専門とする科学者育成（パーム生
産国へのイニシアチブ発揮）

・博士課程学生・研究者のインターンシップ教育

世界で活躍で
きる日本人人
材の育成

・現地民間企業との共同事業推進

・国際シンポを通じたネットワーク作り

・新規パーム産業開発国への技術・管理モデルの導入

技術及び人的
ネットワークの
構築

・OPT高糖度化メカニズム

・高付加価値製品の製造技術開発と社会実装

・古木伐採・放置によるパーム農園環境アセスメント

・OPT利活用推進とそのルール作り

成果物（提言
書、論文、プロ
グラム、マニュ
アル、データな
ど）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

パーム農園持続性OPT高付加価値化OPT高糖度化

OPT高付加価値化による新産業創出と再植林促進によるパーム農園の健全化

インパクト評価

オイルパーム農園から排出されるOPTを高度利用することで、再植林によるパーム
農園の持続的土地利用・再生が促進され、安易で無秩序な熱帯林伐採が減少する。

プロジェクト目標

上位目標

OPT高糖度化技術により、OPTに資源価値が生まれ、パーム農園からの持出が進む。
OPT樹液・繊維からエネルギー、材料、食料製造技術が確立され、新産業が創出される。
OPT持出によりパーム農園の病害減少・健全化が進み、パーム実収穫量の増加。

OPT高糖度
化試験候補
地の選定

・OPT高糖度化させる栽培法
の提案と実証試験

(樹液糖度≧15％達成）
・液肥効果・OPT調達

OPT高糖度
化技術・調達

実証研究

OPT共生微
生物の役割

解明

OPT樹液糖
度上昇（熟
成）メカニズ
ムの解明

（地域・品種・
環境・施肥）

・OPT高糖度
化で働く遺伝
子・成分の同

定

・ OPT繊維からメタ
ン製造化技術確立

・OPT樹液から生分
解プラ製造技術確立

・OPT樹液からの液
肥製造技術の開発

・OPTボード、中密度
ボード、繊維コンポ
ジット製造技術開発

・OPT樹液からのシ
ングルセルプロテイ

ン製造技術開発

2つ以上の高付加価
値化製品のパイロッ
トスケール規模での

製造実証試験

現地企業における事
業化検討

再植林促進のた
めの環境診断法

の開発
(メタゲノム解析や

農園調査）
（農園からの発生
するGHG測定）

異なるパーム農地
を対象にした環境
診断と管理方法の

検討
(診断に基づく管

理・治癒方法の考
案）

再植林促進のため
の管理方法の実証

試験

OPT高付加価値
技術導入の際の
環境LCA評価や
費用便益分析に
よるパーム産業
の持続可能性評
価・博士課程学
位取得・インター

ンシップ活動

再植林推進のた
めのOPT活用の
規制化の検討

環境LCA評価に
基づく政府、国
際機関、パーム
油産業への情報
発信（シンポジウ
ム、ワークショッ
プ・展示会、意見

交換等）

統合


